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新しい気候経済
経済と気候に関するグローバル委員会（The Global Commission on the Economy and Climate）とその主要プロジェクトである新しい

気候経済（The New Climate Economy）は、政府、企業、社会が、気候変動に対処しつつ経済的繁栄を遂げる方法について、十分な

情報に基づき正しい判断を下すことを支援するために設立された。

本プロジェクトは、コロンビア、エチオピア、インドネシア、ノルウェー、韓国、スウェーデン、英国の 7 カ国の政府によって、

2013 年に委託されたものである。経済と気候に関するグローバル委員会は、7 カ国の支援を受けながらも、制約を受けることなく、

独自の結論を出す独立した組織として運営されている。

同委員会の業務は、以下の 8 つの研究機関が国際的に連携して実施している：World Resources Institute（WRI、マネージング・パー

ト ナ ー）、Climate Policy Initiative（CPI）、Ethiopian Development Research Institute (EDRI)、Global Green Growth Institute（GGGI）、

Indian Council for Research on International Economic Relations（ICRIER）、LSE Cities、Stockholm Environment Institute（SEI）、清華大学。
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経済と気候に関するグローバル委員会
新しい気候経済（The New Climate Economy）プロジェクトは、経済と気候に関するグローバル委員会（The Global Commission on 

the Economy and Climate）の監督の下で実施された。同委員会は、メキシコ元大統領の Felipe Calderón 議長を筆頭に、各国の首脳や

財務大臣経験者、経済・ビジネス・金融分野のリーダー等で構成されている。

それぞれの委員は、本報告書の論拠、調査結果および提言事項の要旨を全般的に承認しているが、文章の一字一句や数字に同意してい

るわけではない。彼らは個人的に委員を務めており、それぞれの所属機関は本書の支持を正式に依頼されているわけではなく、またそ

うしたものと解釈されるべきではない。

Felipe Calderón、メキシコ元大統領（議長）

Nicholas Stern、ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス 

 IG パテル経済学・行政学教授（共同議長）、英国学士院会長

Ingrid Bonde、バッテンフォール AB 最高財務責任者兼副最高 

経営責任者

Sharan Burrow、国際労働組合総連合会長

Chen Yuan、中国人民政治協商会議副議長、中国国家開発銀行

元総裁

Helen Clark、国連開発計画総裁、ニュージーランド元首相

Luísa Diogo、モザンビーク元首相

Dan L. Doctoroff、ブルームバーグ社長兼最高経営責任者

S. Gopalakrishan、インフォシス副会長、インド工業連盟会長

Angel Gurría、経済協力開発機構事務総長

Chad Holliday、バンク・オブ・アメリカ会長

Paul Polman、ユニリーバ最高経営責任者、持続可能な開発の 

ための経済人会議（WBCSD）議長

Sri Mulyani Indrawati、世界銀行専務理事兼最高執行責任者、 

インドネシア元財務大臣

Caio Koch-Weser、ドイツ銀行グループ副会長、欧州気候基金 

監査役会会長

Ricardo Lagos、チリ元大統領

Michel M. Liès、スイス・リー最高経営責任者

Trevor Manuel、南アフリカ元財務大臣

中尾武彦、アジア開発銀行総裁

Eduardo Paes、リオデジャネイロ市長、C40 都市気候リーダー

シップグループ議長

Annise Parker、テキサス州ヒューストン市長

Nemat Shafik、イングランド銀行副総裁、国際通貨基金副専務

理事（2014 年 6 月まで）

Jens Stoltenberg、国連気候変動担当特使、ノルウェー元首相

Maria van der Hoeven、国際エネルギー機関事務局長

Zhu Levin、中国国際金融有限公司社長兼最高経営責任者
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本プロジェクトは、名高い経済学者や各分野の第一人者によって構成されたパネルの助言を受けている。経済諮問パネル（The Economic 

Advisory Panel）は、経済と気候に関するグローバル委員会に対して重要な助言を行うことで同委員会の作業に影響力を持つが、本書の正

式な承認を求められたわけではなく、またそうしたものと解釈されるべきではない。同パネルの多岐にわたる貢献は、報告書の完全版におい

て、ニコラス・スターン議長による「成長と変化に関する理論と視点：委員会の報告書に対する経済諮問パネルからの助言（Theories 

and perspectives on growth and change: Guidance from the Economic Advisory Panel to the report of the Commission）

」に記載されている。

経済諮問パネル

Nicholas Stern（議長）、ロンドン・スクール・オブ・ 

エコノミクス IG パテル経済学・行政学教授

Philippe Aghion、ハーバード大学ロバート・C・ 

ワゴナー経済学教授

Isher Judge Ahluwalia、インド国際経済関係研究所会長

Kaushik Basu、世界銀行上級副総裁兼チーフエコノミスト

Ottmar Edenhofer、ベルリン工科大学気候変動経済学教授

Fan Gang、中国国立経済研究所所長

Ross Garnaut、オーストラリア国立大学経済学教授 

Benno Ndulu、タンザニア中央銀行総裁

Daniel Kahneman、プリンストン大学ウッドロー・ウィルソン・

スクール心理学公的行動学名誉教授、ノーベル賞受賞者

Ian Parry、国際通貨基金プリンシパル経済財政政策エキスパート

Carlota Perez、タリン工科大学社会経済開発学教授、ロンドン・

スクール・オブ・エコノミクス教授

Torsten Persson、ストックホルム大学国際経済研究所所長

Dani Rodrik、プリンストン高等研究所アルバート・O・ 

ハーシュマン社会科学教授

Michael Spence、 ニューヨーク大学経済学教授、ノーベル賞 

受賞者

玉木林太郎、経済協力開発機構事務次長
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世界中で、人々はより良い生活を自分自身や子供たちのために

願う。政府は経済成長の確保、生活水準の向上、雇用創出、貧

困の削減を目指し、企業は事業拡大と利益性の向上を望む。 

そして今日、世界が気候変動の課題に対処しなければならない

ことも認識されている。

これら全てを、同時に満たすことは可能だろうか？　また、経

済成長と経済発展を促進しつつ、長期的な性質を持つ気候変動

に取り組むことは可能だろうか？　あるいは、将来の安全保障

と現在の生活水準との二者択一を迫られているのだろうか？

これらの疑問に対し、客観的かつ独立した調査を実施するため、

2013 年に経済と気候に関するグローバル委員会が 7 カ国政府に

よって設立された。

本書は、世界の官民両セクターの経済意思決定者に向けられた

ものである。世界経済に見られる構造・技術変化の主要プロセ

スを方向づけることで、経済成長を持続させながら気候変動の

巨大リスクに対処することは可能だ、という点が結論の中核と

なっている。

我々は、コロンビア、エチオピア、インドネシア、韓国、ノル

ウェー、スウェーデン、英国それぞれの政府が持つビジョンと

支援に深く感謝する。本報告書の作成過程に制約条件が付けら

れることはなく、調査結果と提言には完全な独立性が保たれて

いる。

経済と気候に関するグローバル委員会は、各国の首脳や財務大

臣経験者、企業・都市・国際機関・研究機関のリーダー 24 名で

構成されている。彼らの豊富な経験により、本研究が事実に基

づいたものであり、提言が実施可能なものだと確信を持つこと

ができる。グローバル委員会はまた、それぞれの分野の第一人

者である 15 名の経済学者の助言を受けている。本プロジェクト

の知的アプローチは、彼らが持つ成長、発展、構造変化の経済学、

公共政策、リスク、経済史に関する多様な視点の指南を受けて

いる。

本研究は、世界 5 大陸にある経済・政策研究機関の支援を受け

た専任チームによって実施され、世界中の政府や州、都市や地

域社会、企業、労働組合、国際機関や金融機関の経済意思決定

者が、幅広く関わることで実施された。また、100 を超える団

体から、研究論文やデータ、チームメンバーやフィードバック、

アドバイスや支援を通じた積極的な助力を得た。本書はそのた

め、多くの機関や専門家による見識と経験を反映しており、関

係者全員に深く感謝する。

本書で扱う問題は、極めて重要なものである。現在、ほとんど

の国が困難な経済課題に直面している。また、世界は前例のな

い課題として気候変動に立ち向かっている。本書で提言する「10

の世界行動計画」により、より質の高い成長とより良い気候の

両方を達成する取り組みを促進することができる。中央政府の

みならず、都市や地方政府、企業、地域社会や国際機関が取り

組むことができる実用的な手段を提案している。グローバル委

員会と新しい気候経済プロジェクトは引き続き尽力し、同課題

に関心を持つ人々と関わっていく。

今日、そして今後数年間の決断は、経済成長と気候変動の将来

の進路を共に決定する。世界のリーダーらは 2015 年に一堂に会

し、持続可能な開発のための新目標を決定し、気候変動に関す

る新たな枠組みに合意する。自国においては、引き続き重要な

経済的な意思決定を下していく。世界のリーダーが決断を下す

際、本書の研究や提言を真剣に検討することを願っている。

序文

フェリペ・カルデロン

経済と気候に関する 
グローバル委員会 

議長

ジェレミー・オッペンハイム

新しい気候経済プロジェクト 
グローバル・プログラム・ 

ディレクター

ニコラス・スターン

経済諮問パネル議長、 
経済と気候に関する 

グローバル委員会 
共同議長
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The Global Commission on the Economy and Climate（経済と気

候に関するグローバル委員会）は、気候変動のリスクに対処し

ながら持続的な経済成長を維持することが可能か、という点を

検証するために設立された。

本報告書の目的は、官民の両セクターの経済意思決定者に情報

提供を行うことにある。意思決定者の多くは気候変動が引き起

こす深刻なリスクを認識しているものの、雇用や競争力、貧困

といったより喫緊の課題にも対処する必要がある。本書は、世

界の国や都市、企業の実際の経験から得られた証拠や分析を集

めて発行されている。

本書は、あらゆる所得水準の国は、今、経済成長を維持しなが

ら気候変動の甚大なリスクを低減するチャンスを有する、と結

論づけている。これを実現させるのは、世界経済で次々に見ら

れる構造改革や技術進歩であり、経済効率をより向上させるた

めのあらゆる機会である。必要な投資資本は入手可能であり、

イノベーションの余地も極めて大きい。必要なのは、強力な政

治的リーダーシップと一貫性のある確かな政策である。

世界経済が構造的に大きく変化するため、今後の 15 年間が正念

場となる。もはや、「BAU（なりゆき通り）」にはならない。世

界経済は現在の 1.5 倍に成長し、都市人口はさらに 10 億人増え、

技術の急速な進歩によって企業も人々の生活も変化し続ける。

世界の都市、土地利用およびエネルギーシステムのインフラに

は、約 90 兆米ドルが投じられる見込みである。これらの変化に

どう対応するかが今後の成長、生産性、生活水準を決めること

になる。

今後 15 年間の投資が、世界の気候システムの未来も左右する。

過去の温室効果ガス（GHG）排出によって引き起こされた気候

変動は、既に世界、特に脆弱な地域に深刻な経済的影響を及ぼ

している。今後 10 ～ 15 年の間に世界の排出量を減少に転じさ

せるような強い行動をとらなければ、国際社会が合意した世界

の平均気温上昇の限度である 2℃を上回るのはほぼ確実だろう。

現在の傾向が続けば、今世紀末には気温上昇が 4℃を超え、甚

大で取り返しのつかない影響をもたらす可能性すら生じる恐れ

がある。GHG 濃度の上昇や、炭素排出が多い資本ストックの固

定化は排出削減の遅れをもたらし、低炭素経済への移行は更に

高くつく。

これからの経済成長は、高炭素で不均衡な過去の成長モデルの

真似をする必要はない。     

現在、3 つの主な経済システムにおいて、効率性向上、構造改革、

そして技術進歩を促すための極めて大きなポテンシャルがある。

・ 都市は経済成長の原動力であり、世界の経済生産の約 8 割、

エネルギー消費量およびエネルギー関連の GHG 排出量の

約 7 割を占める。世界で最も規模が大きく急速に成長して

いる都市がどのように発展していくかは、今後の世界経済

と気候を方向づける決定的な要因である。しかし、今日の

都市の成長は、その大半が無計画で体系化されておらず、

多大な経済・社会・環境コストを生み出している。世界の

先駆的な都市が示すように、公共交通機関を中心に築かれ

た人口密度が高く交通網の発達した都市開発によって、経

済的に活発かつ健全な、そして排出量の少ない都市を作り

出すことが可能だ。このような都市化の手法を用いれば、

今後 15 年間で都市インフラに必要な資本を 3 兆米ドル以

上削減できる可能性がある。

・ 土地利用の生産性は、2030 年までに 80 億人を超えるとさ

れる世界人口に必要な食糧を確保すると同時に、自然環境

を健全な形に保つことが可能かどうかを決定づける。土壌

と水管理において新しい技術や包括的な取り組みを導入し、

作物や家畜の生産性を向上させれば、食糧増産と森林保護、

また土地利用における排出削減が可能となる。世界の荒廃

農地をわずか 12％再生させるだけで、2030 年までに 2 億

人分の食糧を確保しながら、気候変動へのレジリエンス（回

復力）を強化し、そして排出量を削減することが可能であ

る。手厚い国際支援と共に、各国が森林保護と農村の所得

向上に向けて強い姿勢で臨めば、森林破壊の速度を遅らせ、

最終的にはくい止めることも可能である。

・ エネルギーシステムは、全ての国の成長の源泉である。現在、

私たちはクリーンエネルギーの未来の入り口に立っている。

石炭は、輸入依存度の高まりと大気汚染の悪化により、以

前よりも危険で高価なものとなっている。特に風力発電や

太陽光発電といった再生可能エネルギーのコストが急速に

下がれば、今後 15 年間で全ての新規総発電量の半分以上

を再生可能エネルギーと他の低炭素エネルギーによって賄

うことができるだろう。ビジネスや建築物、運輸における

エネルギー効率への投資拡大によりエネルギー需要を削減

し、また抑制できる可能性が十分にある。途上国においては、

分散型の再生可能エネルギーの導入により、現在電力が行

き届いていない 10 億人以上の人々に新たに電力を供給で

きるようになる。

これらの経済システムでは、低炭素型成長における市場、政策、

制度上の障害を克服するために、以下の 3 つの「変化要因」が

必要である。

要約
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・ 資源効率の向上は、成長と排出削減両方にとっての核心的

な要素である。多くの経済では市場と政策の両方の失敗が

効率的な資源配分を歪めているだけでなく、排出増加をも

招いている。現在、クリーンエネルギーへの補助金が年間

約 1,000 億米ドルであるのに対し、化石燃料への補助金は

年間約 6,000 億米ドルに上ると試算されている。化石燃料

への補助金を段階的に廃止すれば、成長の改善が図られる

上に、そうして解放された資金を低所得層対策のために再

配分することができる。強固で安定した炭素価格を設定す

れば、エネルギー生産性を高めることができ、また新たに

生まれる財源によって他の税の減税を実施することも可能

だ。家電製品や車への更に厳しい性能基準等、適切に設計

された規制も必要である。

・ インフラ投資は、現代の経済成長の基盤といえる。現在の

排出軌道を押し下げるには低炭素インフラが不可欠だが、

多くの国はその為に必要な資金を調達できずにいる。これ

は、世界経済における資本不足が原因なのではない。多く

の国において公的融資能力が欠如している上に、「投資は

高リスクである」という市場認識が原因だ。グリーンボン

ドやリスクの協働分担方法、低炭素資産のリスクや投資家

ニーズを踏まえた商品等の金融イノベーションには、低炭

素電力に必要な資金調達コストを最大 20％削減できるポテ

ンシャルがある。そのため、国及び国際的な開発銀行を強化・

拡充すべきである。

・ イノベーションへの刺激を様々な技術、ビジネスモデル、

社会的慣行に与えれば、成長と排出削減の両方を促進する

ことができる。デジタル化、新素材、生命科学、また生産

工程における進歩は、市場の変革や資源消費の劇的な削減

をもたらすポテンシャルがある。ただし技術があれば自動

的に低炭素の道へと進むわけではなく、新たな技術やビジ

ネスモデルに対する市場と規制の障害を減らし、対象を適

切に絞った政府支出を行う等、明確な政策シグナルが不可

欠だ。資源効率的で低炭素な技術を生み出す新たな波を起

こすには、2020 年代半ばまでにエネルギー部門の研究開発

（R&D）投資を、現在の 3 倍に相当する年間 1,000 億米ドル

を大幅に上回る額にまで引き上げなければならない。

これらの分野における適切な政策は、短期、中期の両方におい

て経済成長と気候目標を相互に強化させることができる。ただ

し長期的には、気候変動の問題に取り組まなければ、成長その

ものが危険にさらされるだろう。

一貫性があり信頼できる長期的な政策シグナルが極めて重要で

ある。このような政策には、市場の期待を形成することによっ

て更なる投資を促し、低炭素経済への移行コストを軽減する効

果がある。しかし多くの国では、政策が不明確なために資本コ

ストが上昇することにより、投資、雇用、成長が損なわれている。

長期的には、GHG 排出対策の強化に伴い、多くの高炭素投資の

価値が減少する、あるいは投資自体が「座礁」する重大なリス

クがある。

成長率だけでなく、その質が重要である。低炭素政策の多くは、

エネルギー安全保障の向上、交通渋滞の緩和、生活の質の改善、

気候変動への対応力強化、環境保護といった様々な多面的効果

をもたらす。これらの多くは貧困緩和にも役立つ。GHG 排出量

が最も多い 15 カ国では、化石燃料の燃焼が主因の大気汚染によ

る健康被害額が平均して GDP の 4％以上に相当する。現在、多

くの国が高炭素型開発のコストを認識し始めている。

適切に管理されれば、低炭素経済への移行に必要な追加投資を

抑制できるだろう。高炭素経済では、輸送、エネルギー、水道

システム、都市計画の分野で必要なインフラ投資額が、今後 15

年間で約 90 兆米ドル（年間平均で約 6 兆米ドル）に上ると試算

されている。一方、再生可能エネルギーの利用と化石燃料への

投資削減、都市のコンパクト化、エネルギー需要の効率的管理

を組み合わせれば、低炭素インフラへの追加投資額を年間わず

か 2,700 億米ドルに抑えることができると推計されている。燃

料支出の削減等で運営費を減らせば、これらの追加コストは完

全に相殺することが可能だ。低炭素経済への投資は、気候変動

へのリスクに対する費用効率の高い保険である。

本報告書は、意思決定者に以下の 10 項目の世界行動計画を提言

している。

１．経済の主たる意思決定過程に気候変動という要素を組み入

れ、低炭素への移行を加速させる。これは、政策や企画の

評価手法、成果指標、リスクモデル、報告要件等を体系的

に変更することを通じて、政府や企業のあらゆるレベルで

取り組む必要がある。

２．強力で持続的かつ公平な気候変動に関する国際合意を締結

する。これにより、各国における政策変更の必要性を確実

なものとし、途上国に必要な支援を提供すると共に、投資

家に対して強力なシグナルを発信することができる。

３．化石燃料や農業投入財への補助金、都市の膨張を促進する

政策を段階的に廃止する。これらにより資源の有効活用を

進め、公的資金を低所得層向けの対策といった他の用途に

振り向ける。

４．財政改革や優れた商慣行の一環として、強固で安定した炭素

価格を設定し、経済全体に強力なシグナルを送る。
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５．低炭素インフラ投資の資本コストを大幅に削減し、制度資

本へのアクセスを拡大させると共に、低炭素資産のコスト

を低下させる。

６．低炭素や（気候変動への）回復力に関するイノベーション

を拡大させる。クリーンエネルギーの R&D への公共投資を

3 倍に増やし、起業家精神や創造性への障害を取り除く。

７．コンパクトで公共交通網の発達した都市を好ましい都市開

発の形とする。都市成長の管理改善を促進し、効率的で安

全な公共交通システムへの投資を優先する。

８．2030 年までに天然林の伐採を完全に止める。長期投資や森

林保護の奨励策を強化し、成果との連動を徐々に進めなが

ら、国際的な資金提供を実績に基づき年間約 50 億米ドル

まで引き上げる。

９．2030 年までに、損失または劣化した森林および農地を最低

5 億ヘクタール以上再生させ、農村所得の増加と食糧安全

保障の強化を図る。

10．大気汚染を引き起こす石炭火力発電からの撤退を加速させ

る。先進国では直ちに、中所得国では 2025 年までに、二

酸化炭素の回収・貯留技術を採用していない石炭火力発電

所の新設をやめる。

最初の 6 つの提言は、低炭素で気候変動に強い投資と成長を促

す、強固で安定した枠組みの構築に必要な条件に関するもので、

残りの 4 つの提言は、未来の成長と、都市や土地利用、エネル

ギーシステムにおいて気候変動のリスクを低減するために重要

な、変革の機会を示している。

本書が提案する政策および投資を実施すれば、危険な気候変動

のリスクを低減するために 2030 年までに必要な排出削減量の、

少なくとも半分を達成することができる。さらに、積極的かつ

広範囲にわたる対策、また迅速な学習と最良事例の共有を組み

合わせれば、必要な排出削減の 90％を達成することも可能であ

る。すべての対策は、気候面での利益以前に、様々な経済的・

社会的恩恵をもたらす。また、更なる対策も必要である。例え

ば炭素回収・利用・貯留技術の開発の場合には、気候リスクを

軽減することだけを目的にした新たなコストが生じる。、今世

紀後半に排出量をゼロに近づけるかそれ以下にするためには、

2030 年以降の世界の正味排出量は更に削減されなければならな

い。しかし低炭素経済の基盤を今築いておけば、そのコストは

大幅に下がり、成長の好機もはるかに大きなものとなる。

意欲的な国内政策を支援するには、強力かつ公平な国際合意が

不可欠である。先進国は、自国の排出削減を強力に推し進める

と共に、途上国への資金援助や技術支援を通して指導力を示さ

ねばならない。しかし一方で、途上国は既に世界の年間 GHG 排

出量の約 3 分の 2 を占めている。従って、世界全体で必要とさ

れる規模の排出量を削減するには、あらゆる国がそれぞれの責

任を全うする必要があり、それなしに実現することは不可能だ。

低炭素で気候変動に強い成長および開発への道は決して容易で

はないが、政府は移行への決意を示す必要がある。すべての気

候政策が全員に恩恵をもたらすとは限らず、特に短期的には代

償が必要な場合もある。多くの雇用が生まれ、大半の企業が市

場や利益の拡大を享受する一方で、特に高炭素分野においては

雇用が失われる。移行に伴う人的・経済コストは、職を失った

人々や影響を受けた地域、低所得世帯への支援を通して軽減さ

れなければならない。そのためには、強力な政治的リーダーシッ

プと市民社会の積極的な参加、そして未来を見据えた賢明な経

営判断が求められる。

本書で提示する数々の証拠は、成長を促進し、同時に気候リス

クを軽減するための行動が極めて広範囲にわたることを示して

いる。先陣を走る企業や都市、国々によってその方向性は示さ

れている。世界の経済指導者たちは、世界を持続可能な繁栄へ

と導く素晴らしい機会を目の当たりにしている。得られるもの

は計り知れず、そして決断の時は今である。我々はより良い成長、

そしてより良い気候（better growth, better climate）を実現す

ることができる。
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本報告書は、異なる経済発展段階にある国々がいかに気候変動

の危険なリスクを低減すると同時に、力強い経済成長や発展を

達成できるかについて理解を試みるものである。

このようなテーマは時に物議やイデオロギー上の議論を醸して

きた。本プロジェクトの目的は、可能な限り独立性を保ち、客

観的に証拠を集め、それらを評価することにある。

New Climate Economy 報告書の完全版は、

www.newclimateeconomy.report で読むことができる。本書（統

合報告書）では、その要約を紹介する。ここでは、報告書の完

全版の核となる分析やメッセージを簡潔に伝えるという意図が

ある。そのため、いくつかの箇所では議論が簡素化され、詳細

が省略されている。より深く理解したい読者には、報告書の完

全版を読む事をお勧めする。各章を個別に読むことも可能であ

る。 

本プロジェクトは、財務大臣等の閣僚、企業や金融機関の経営者、

州や地方の首長、市長、労働組合や地域社会のリーダーといった、

人々の生活に影響を与える経済意思決定者の視点に立つ、とい

うアプローチを取っている。彼らは、気候変動に比べてはるか

に緊急で深刻に見える目標の達成や問題への対処を行っている。

だが同時に、彼らが下す決定こそが気候システムの今後の成り

行きを決定する。そのため、本プロジェクトが検証しようとし

た問いは、「いかに GHG の排出量を減らせるか？」ではない。

これは他の関係者が総合的に検討している。むしろ、「経済意思

決定者は、いかに気候への影響を低減させながら主要目的を達

成できるか？」という問いである。この背景には、国民や政府

は経済的なメリットやチャンス、コストがより明確であれば、

気候変動対策への政治的な意思決定を下しやすくなる、という

仮説がある。気候変動対策に必要な活動や投資が、成長や貧困

削減、構造改革といった目標と合致することが分かれば、意思

決定はより容易となるだろう。

本書は、1 年に及ぶ研究と主要な経済の意思決定者の関与から

得られた成果を示している。研究プログラムでは、多くの研究

機関や研究者による重要かつ詳細な研究成果を活用し、現在あ

る最良の証拠を集めることに努めた。それらは謝辞に記載され

ている。これらの研究は、複数の国で実施された独自の研究で

補完されており、その多くは別途国別報告書や寄稿論文として

発表される予定である。

本書は包括的であることは目指さず、成長と気候リスクの関係

が最も大きく、また最も差し迫っている分野に焦点を絞った。

深い議論にまで至らない経済課題や部門が多くあり、特に現在

進行する気候変動に経済がどう適応するべきか、という課題に

は焦点を当てていない。気候変動が進む状況を考慮すれば適応

は必要不可欠であり、成長と発展の課題や、本書で議論される

経済戦略の重要な部分とも重なる問題ではあるが、本研究の焦

点とはしていない。

はじめに
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世界を対象とする調査では必然的に、国・地域別に極めて異な

る種類の経済を一般化することが必要となる。しかし本書は、

様々な国が直面する異なる状況を考慮しようと試みた。

本書の経済分析アプローチは、「経済がどう機能するか」といっ

た従来の固定観念を越え、変化や変革などダイナミックな文脈

の中で組み立てられている。本プロジェクトチームは、経済諮

問パネルの助言のもと、経済史、公共政策やリスクの経済学、

開発や貧困削減の理論や経験、国際・制度派・行動経済学等の

アプローチを幅広く活用している。

経済モデルは、GDP 成長率や雇用、排出量等、正確な数字を打

ち出すことができるが、将来に関しては概算しか示せない。技術・

構造変化の行方については不明確なことが多すぎる上に、鍵と

なるプロセスを正式に捉えることは困難である。また、人々の

健康やリスクの低減、自然環境の持続可能性といった価値の大

きいものは定量化することが難しい。ジョン・メイナード・ケ

インズはかつて、「概ね正しい方が、厳密に間違うよりも良い」

と述べている。本書は、入手可能な定量的証拠を集めているが、

グローバル委員会及び経済諮問パネルは、間違った精密さを追

求すべきではないと警告するだろう。より良い意思決定に繋が

るのは、多様な視点と複数の証拠の上に成り立つ決断である。

本書には、こういった決断のため情報資源を提供する、という

目的がある。

本報告書は、三部で構成される。第一部の「要旨」は、報告書

全体の議論をまとめている。成長と気候変動の重要な関係をレ

ビューし、本書の基盤となる分析の中核的な枠組みを示す。

第二部は、報告書完全版の各章の要約で構成されている。第 1

～ 3 節は、都市、土地利用、エネルギーという主要システムに

関して、GHG の排出パスを抑制すると同時に経済パフォーマン

スの改善を可能にする方法について、世界各地からの実績を基

に論じている。第 4 ～ 6 節は、経済・財政政策、金融やイノベー

ション分野における政策及び取り組みが、低炭素で気候変動に

強い経済への移行をどう促進できるかを検証している。第 7 節

は、こうした試みを推進、強化するための、新たな国際枠組み

を含む国際協力のあり方について論じている。

第三部では、グローバル委員会による世界行動計画の概要を提

示する。これは、国際社会における経済の意思決定者に向けて、

報告書の結論を主な提言として 10 の計画にまとめたものであ

る。

本 報 告 書 より良 い 成 長、 より良 い 気 候 （Better Growth, Better 

Climate）は、協議を目的とした報告書である。本書で扱う多く

の複雑な課題に対して最終的な決定を下すことが目的ではなく、

それが可能とも思っていない。また、グローバル委員会は、本

報告書が示した結論への国際的な合意を期待してはいない。し

かし、本書が検討する課題は緊急かつ危機的なものであり、議

論と行動が活性化することを願っている。
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引き起こされたものだが、その他にも農業、森林破壊、産業といっ

た要因がある。近年の排出傾向が抑制されない場合、今世紀末

までに世界の平均気温は産業革命前と比較して 4℃以上高まる

可能性がある。これは、気候変動の最も危険な影響を回避する

ために世界の指導者が設定した上限 2℃の 2 倍以上に相当する 8。

半世紀前に「中所得国」と呼ばれていた
100カ国以上の国の中で、

その後高所得国の地位を得られたのは
わずか13カ国である。

温暖化に伴うリスクは非常に大きく、洪水や干ばつといった異

常気象の頻度の増加、水資源への甚大な圧力、主要な食料生産

地域における農業生産性の低下、生態系や生物種の損失等、広

範囲にわたる。既に季節や降水パターンには変化が見受けられ、

これらは農村の生活に大きな影響を与える可能性がある。既に

放出された GHG により、多少の温暖化は避けられない 9。気温

上昇に伴い気候リスクは不均衡に増大するが、それが 3℃を越

えると特にリスクは大きくなり、氷床の崩壊や海面上昇といっ

た不可逆的な「ティッピング・ポイント（臨界点）」に達する可

能性もある 10。 

不確実性が高いため、こういった影響の経済コストを試算する

のは非常に難しい。ただ、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

は、気温が 2℃上昇するだけで、たとえ強固な適応策が取られ

たとしても、今世紀半ばまでに世界の GDP の 0.5 ～ 2% のコス

トがかかる可能性を示している。IPCC によれば、確実にどれ位

かを試算するには不確実性が多すぎるのだが、温暖化がこれ以

上進めばコストはさらに増えるだろう 11。IPCC が確かに裏付け

るのは、気候変動の影響を最も受けるのは世界の最貧困層であ

り、彼らは既にその影響に晒されている。しかし、米国等によ

る最近の調査が示す通り 12、どの所得レベルの国でも深刻な気

候リスクに直面している。

既に気候システムに組み込まれている温暖化の影響に対処する

には、効果的な適応が極めて重要となるが、それだけでは不十

分である。これからの 15 年で、地球の排出量をピークとし減少

に転じさせるような、より力強い削減努力を行わない限り、気

温上昇が 2℃を越える危険性は非常に高くなる 13。気候リスクの

管理の遅れは、問題を悪化させるだけである。その間にも大気

中の GHG 濃度は上昇し、温暖化効果も増大する。更には高炭素

資産のストックとそれを富と生活の拠り所にする人々が増え続

1. 課題 

私たちは今、絶好の機会、そして大きなリスクの渦中にいる。 

絶好の機会とは、進む人知と技術進歩を役立て、世界の多くの

人々の生活を改善できることである。我々の経済そして社会は、

この四半世紀の間に、経済成長や新しい技術、製造や貿易のグ

ローバル化によって変革を遂げてきた。途上国ではこの 10 年で

5 億人近くが貧困から抜け出している。入手可能なデータの中

では、これは最も急速な貧困削減の事例である１。しかし、未だ

20 億人が一日 2 米ドル未満で生活しており、都市化や消費の増

大と人口増加により、自然資源が極めて圧迫されている。

この先 10 ～ 15 年は、大きな進歩と成長が起こりうる時期であ

る２。この期間には、世界中で生活水準を高めるための技術的、

金銭的、人的資源が存在するからだ。投資やイノベーションを

促進する優れた政策は、貧困と飢餓をさらに削減し、急速に発

展する都市を経済的に活性化させると共に社会参加も促し、世

界の自然環境を再生し保護することができる。

しかし、前向きな将来が保証されているわけではなく、今日

の経済意思決定者の視点からすると、実に前途多難と言える。

2008 年の金融危機とそれに続いた景気後退により、多くの国 3

が繁栄の維持に苦労している。雇用の創出や生産性の向上は広

く不十分で、至る所で格差が生じている。低所得国が中所得国

の成功に倣えるかはもはや分からず、極度の貧困、低い雇用水準、

悪い健康状態や低い教育成果が根強い問題となっている。

また、多くの新興国は、古い経済発展モデルにとらわれてしま

うことを恐れている。半世紀前に「中所得国」と呼ばれていた

100 カ国以上の国の中で、その後高所得国の地位を得られたの

はわずか 13 カ国である。これは驚くべき事実といえる 4。多く

の国が、急劇に増加する中間層の期待に沿う公共サービスの提

供に必要十分な投資を行うことを難しいと捉えている。また大

気汚染も大きな経済社会コストとして現れており、屋外汚染だ

けでも年間 400 万人近くの早期死亡に関連している 5。

同時に高所得国のほとんどが、弱く格差を伴う経済成長に苦労

している。もろい財政や継続して高いレベルにある公的・民間

債務は、競争力への不安やインフラ整備更新への不十分な投資、

高齢化への対応と共に、事態を悪化させている 6。

そして、気候変動によって前例のない危機に直面している。金

融危機以前、世界経済の力強い成長に伴い温室効果ガス（GHG）

の排出が著しく増加した 7。多くは化石燃料の使用増大によって

第一部：要旨
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け、低炭素に関する研究開発も停滞するため、後の軌道修正は

より困難となり、コストも益々増大することになる 14。

そのため、今こそ気候リスクに立ち向かう必要がある。しかし、

気候変動は、最も強い影響力を持つ意思決定者の中で最優先事

項となることは滅多にない。なぜなら、政策立案者やビジネス

リーダーのほとんどは、より喫緊な問題やリスクに直面してい

るからだ。長期的な利点が何であっても、短期的なコストや競

争力の低下を招く行動や投資を懸念するというのは無理もない。

そして、特に気候変動のように国際協力が必要となる問題に取

り組む際には、特有の障害に直面する。それは特に、途上国の

当事者に多く当てはまる。つまり、途上国は気候変動を引き起

こした歴史上の責任を持たない上、依然、貧困削減と生活水準

を向上させるという大きな課題に直面している。彼らは、富裕

国が確実に相応の責任を担い、貧困国の努力に対して適正な資

金提供を行うことを望んでいる。

世界経済で起きている
構造的、技術的な変化が

経済効率を改善する
あらゆる好機と組み合わさり、

質の高い成長と
より良い気候の両方を
実現することができる。

つまり、経済意思決定者が持つ課題は広範囲にわたる。既存の

経済問題を解決し、新たな成長モデルを確立できるだろうか？

同時に、気候リスクを低減する行動をとれるだろうか？ 

本書で提示される証拠は、この両方の質問に対して「YES」を示

している。世界経済で起きている構造的、技術的な変化が、経

済効率を改善するあらゆる好機と組み合わさり、質の高い成長

とより良い気候の両方を実現することができる。本書の目的は、

官民両セクターの経済意思決定者がこの機会を最大限活用し、

すぐに行動を起こせるように支援することにある。

2. 経済成長と気候変動 

力強い経済成長と気候変動対策は実際は両立しない、という認

識がある。気候変動対策はいずれ経済成長に大きなダメージを

与えるため、社会は成長を続けて増大する気候リスクを受け入

れるか、気候リスクを減らし景気後退と低開発の状態を受け入

れるかのどちらかを選ばなければならない、と考えられている。

この考え方は、今日の世界経済力学についての根本的な誤解に

基づいている。経済は不変的かつ効率的で、この先の成長もそ

の大体は過去の傾向の同一線上にある、という暗黙の想定だ。

つまり、低炭素経済への移行は必然的に高コストで弱い成長を

もたらす、と考えられている。

しかし、こういった「BAU（今まで通り）」は幻想と言ってよい。

新たな資源制約、グローバル規模の生産・貿易構造の変化、人

口構造の変化、技術の進歩等がすでに各国の成長経路を変えて

おり、将来は嫌が応でも過去とは異なるものになるだろう。

現実的には、どのような状況であれ、今後 15 年で世界経済に大

きな構造変革が起こることは間違いない。人口増加と都市化が

続く中、世界の生産量は 50％以上増加する可能性が高い 15。急

激な技術進歩によって生産や消費パターンは引き続きかたちを

変え、世界経済への総投資額は約 300 ～ 400 兆米ドルになるだ

ろう 16。そのうち、約 90 兆米ドルは炭素排出が集中する都市の

インフラ投資や土地利用、エネルギーシステムへの投資となる。

投資の世界規模や速度はかつてないレベルとなり、経済の性質

は段階的または横ばいにではなく、必然的に構造的に変化する

だろう。

しかし、どういった構造変化となるかは、社会の選択に左右さ

れる。過去のモデルを必然的に倣う発展や成長モデルは一つも

存在しない。投資は、現在の高炭素・資源集中型の経済を促進

することも、または低炭素型の成長の基盤を築くことも可能で

ある。これはつまり、無計画に拡張する都市ではなく、よりコ

ンパクトで連携のとれた都市を作ること、森林破壊を続けずに

荒廃した土地を再生し農業の生産性をあげること、そして化石

燃料に依存し続けることなく、再生可能エネルギーを拡大する

ことを意味する。

つまり我々が直面しているのは、BAU か気候変動対策かという

二者択一ではなく、気候リスクを増大させるか減少させるかと

いう、成長の代替経路の選択である。本書は、低炭素型成長へ

の経路は、複数の利点（より確実なエネルギー安全保障やきれ

いな空気、健康改善）が考慮された際、高炭素型成長の経路と

同等の繁栄をもたらすという証拠を示している。

2.1 主な変化要因の特定

ここでの分析は、経済成長、開発、気候変動対策の関係性につ

いての多くの知見と研究結果に基づく。それらには、経済協力

開発機構（OECD）や、国連機関、国際開発金融機関、国際エネ

ルギー機関（IEA）をはじめ、多くの機関の政策報告書や事業報

告書、学術文献等が含まれる 17。本研究は、これらの機関によ

る多岐にわたる応用経済の知見、そして世界中の政府、都市や
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地方自治体、企業の経済意思決定者、投資家へのインタビュー

の結果を集約したものである。

成長を促し、福祉を改善するために必要な今後 15 年間の多くの

政策や制度改革には、気候リスクを低減する効果もある。これ

が、本書の中核的な見解である。ほとんどの経済において、市

場、政府、政策の多岐にわたる失敗は是正することができ、ま

た異なる発展段階にある国が活用できる新たな技術やビジネス

モデル、その他の選択肢によって、経済パフォーマンスと気候

変動対策の成果を共に向上させることができる。本書の各章が

示す通り、これらの好機は、短期（5 年未満）、中期（5 ～ 15 年）、

長期（15 年以上）に存在する。それを活かすには、以下の 3 つ

の主要な変化要因において、優れた政策設計と実施が必要であ

る。

成長を促し
福祉を改善させるために必要な

今後15年間の
多くの政策や制度改革には、

気候リスクを低減する効果もある。

・ 資源効率の向上：多くの経済において、市場の失敗と設

計が不十分な政策が合わさり、効率的な資源配分を歪め、

GHG の排出増加を招いている。価格が生産の全費用を反映

する競争市場では、最も生産性の高いところに資源は流れ

る。例えば、人為的に低く設定された化石燃料価格は、無

駄なエネルギー使用を助長する。そのため、化石燃料への

補助金を徐々に廃止する事により、経済と気候の両方に利

益をもたらすことができる。それぞれの国で適正な税また

は排出量取引制度を用いて、強固で安定した炭素への価格

付けを行うことで、化石燃料エネルギーの使用を抑制する

と共に新たな収益をあげることが可能だ。省エネ促進政策

により、浮いた資源をより生産性の高い用途に活用するこ

とができ、上手に設計できれば、低所得層に特に有益となる。 

・ 低炭素インフラへの投資：生産的なインフラが、現代の経

済成長を支える。特にエネルギー供給、建物、運輸交通に

おける低炭素インフラが、GHG の排出軌道を押し下げる

上で不可欠だ。しかし、多くの国がインフラ需要を満たす

ための資金調達に苦労している。原因は世界経済の資本

不足ではない。それは、多くの国で公的金融が不足してお

り、既存の政策や規制が低炭素インフラ投資を民間投資家

にとって極度に高リスクなものにしているからである。金

融イノベーションにより、資金調達コストを最大 20％削減

することができる 18。例えば、グリーンボンド、政策リス

ク分担ツールと特別目的事業体など、低炭素資産のリスク

プロファイルを機関投資家のニーズに合わせるものがある。

中所得国では、国の開発銀行、政府系ファンド、その他公

的機関が、金融コストの削減に重要な役割を果たしている。

・ イノベーションの活性化：イノベーションは経済成長の主

な原動力であり、天然資源が限られる世の中では、成長を

継続させる上で必要不可欠なものだ。デジタル技術、マテ

リアルサイエンス、革新的なビジネスモデルは、低炭素経

済の実現に特に寄与するものであり、既に影響力を持って

いる。例えば、新たに改良された材質によって風力や太陽

エネルギーのコストが低減し性能も向上したことで、再生

可能エネルギーへの世界的な投資が急増した 19。技術には

莫大な可能性があるが、それが社会を自動的に低炭素の道

へと進めるわけではない。埋没費用や既存の高炭素技術へ

の既得権益といった障壁がある。こうした障壁を取り払い、

低炭素イノベーションを加速させるための政策介入が必要

である。例えば、明瞭かつ強固な知的財産権の管理制度、

基準や規制の更新、低炭素、特にエネルギー部門における

研究開発（R&D）の公的支出の拡大等である。

本書の分析は、今後数十年にわたり世界経済の大きな成長分野

となり、また世界の主な GHG 排出元でもある以下の 3 つの主要

な経済システムに焦点を当てている。

・ 都市システムとは、この先 15 年で人口が 10 億人以上増え

ると言われる、急激な成長を遂げる新興都市や世界の「メ

ガシティー」を指す 20。都市は、成長と繁栄の極めて重要

な原動力であり、世界の経済生産の約 8 割 21、エネルギー

利用およびエネルギー関連の GHG 排出量の約 7 割を占め

る 22。 しかし、今日の都市の成長過程は、その大半が無計

画で体系化されておらず、大きな経済・社会・環境コスト

を生み出している。公共交通機関を中心に築かれたよりコ

ンパクトで連携のとれた都市開発によって、経済的に活発

そして健康な、GHG 排出量の少ない都市を作り出すことが

可能であることが根拠に基づき示されている。

・ 土地利用システムは、世界の食料、木材、その他重要な製

品や材料と共に、水質浄化や気候の調整機能といった極め

て重要な生態系サービスを提供する。また農業、林業、そ

の他の土地利用は、世界の GHG 排出量の 4 分の 1 を占め

る 23。今後の食料の予測需要量を満たすためには、世界の

農業生産性を毎年 2％近く向上させる必要がある 24。しかし、

世界の農耕地の約 4 分の 1 が重度に荒廃しており 25、毎年

1,300 万ヘクタールの森林が伐採されている 26。加えて、気

候変動も極めて大きな課題を呈している。「気候変動対応型
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（climate smart）」の農業手法を活用し、荒廃した農耕地を

再生し、森林破壊や森林劣化を抑制することは全て、GHG

排出を減らしながら生産性を向上させ、農村部の収入を向

上させることにつながる。 

・ エネルギーシステムは、すべての経済における成長の原動

力である。エネルギー生産と利用はすでに世界の GHG 排

出量の 3 分の 2 を占めており 27、今後 15 年間でエネルギー

の世界需要は 20 ～ 35％増加すると見込まれている 28。そ

の需要を満たすには新たな大型投資が必要だが、エネルギー

の選択肢は変化してきている。石炭価格は、急速な需要増

大と急激な市場の拡大により上昇、また不安定になってお

り 29、石炭による大気汚染に対する懸念も高まっている。

同時に、特に風力や太陽光発電といった再生可能エネルギー

は、場所によっては補助金がない場合でもコスト競争力が

更に高くなっている。省エネへの投資拡大には、需要を削減・

管理する上で大きな可能性があり、経済的にも排出削減に

も有益である。開発の視点からは、まだ電気へのアクセス

がない 13 億人と現代的な料理設備を持たない 26 億人に対

して、新たな技術を活用し最新のエネルギーサービスを提

注：都市には都市交通が含まれ、土地利用には森林が、イノベーションには経済全体のイノベーションが含まれる。

図 1

主要な3つの経済システムと変化を促す3つの主要因

供することが重要である 30。 

これら 3 つのシステムへの大規模な投資が実施される今後 15 年

は、各国の経済軌道を定めることになる重要な時期となる。投

資の多くは、30 ～ 40 年、もしくはそれよりも長期な資本資産

に関係するため、この先 15 年のみならず、今後半世紀の世界経

済のパフォーマンスを左右する重要な判断となる。また同時に、

これら投資の炭素強度が、将来の気候リスクの大きさを決める

ことになる。

本事業は、この 3 つのシステムとそれらを変容させる上で重要

な変化要因に焦点を当てている。しかし、これらの変化要因は、

同時により広範な経済全体においても影響力を持つ。例えば製

品やプロセス上のイノベーションは、既に鉄鋼、アルミ、セメ

ント、化学のようなエネルギー集約型産業の経済パフォーマン

ス及び排出量に影響を与えており、これらは将来の成長と排出

削減の中核となるだろう 31。

資源効率

都市 土地利用 エネルギー
経済広範

インフラ投資

イノベーション

高品質で包含的かつレジリエントな（回復力のある）成長＝より良い成長
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好機がある。今日の経済に完璧に効率的なものはなく、化石燃

料や水、肥料への補助金等、主要な資源をより求めやすくする

ための多くの対策は非効率と無駄を促進するという結果をもた

らしている。既存のビジネスを支援する政策は、低炭素の革新

者たちの競争力を抑制してしまうかもしれない。政府間および

地域間の調整不足は、開発の分散化と拡大を引き起こし、イン

フラコストや公共サービスコストを増大させる。このような問

題は、経済効率を高め、GHG 排出を抑えるような優れた政策設

計によって解決することができる。

むろん、多くの代償もある。排出量が多い中で強固な成長を即

座に得られる方法はたくさんある。すべての気候政策が「win-

win」というわけではなく、低炭素への移行に伴い勝者と敗者が

出てくる。以下で詳細に説明するように、これらコストの問題

に向き合い、対策を講じる必要がある。しかし、中長期的な経

済発展への展望を弱める短期的な政策にも、正しく認識すべき

コストがある。時が経つにつれ、増大する気候変動の影響が事

業や農場、地域に危害を及ぼす。これらの被害は、特に低所得

国と低所得層においては不均衡なものとなるだろう。そのため、

さらに多くの政府介入を必要とすることになる。こうした文脈

で短期的視点を持つことは賢明とは言えない。

2.3 成長と炭素排出のデカップリング

このような主張を裏付ける根拠は過去 10 年の間で多く蓄積され

ており、その理論的根拠はしばらく前から存在する。何が新し

いかと言えば、世界中で実際に経験が積まれている点だ。低炭

素戦略や政策を導入した政府や地方自治体、企業による経済実

績は、高炭素のそれらと比べ同等かそれ以上だということが分

かった 33。これらは近年の技術進歩によるところが大きい。北

欧や北米の複数の優良経済国で実施されている経済成長と炭素

排出のデカップリングからは、低炭素で省資源型の成長モデル

によって得られる収入、雇用、イノベーションの程度や、収益

等の便益を見ることができる 34。

低炭素型成長の姿は、低所得、中所得、高所得経済の間で、ま

た国別の事情によっても異なる。本報告書は、ブラジル、中国、

エチオピア、インド、韓国、アメリカなどの多様な国の国別調

査を活用している。全てが GHG 排出量を削減しつつ高い経済

パフォーマンスを得るための多様な機会を示しているが、政策、

セクター、投資ミックスは大きく異なる。 

ここで、より多くの設備投資を要するという意味で、低炭素型

成長は高炭素型成長よりも高コストになるのか、という疑問が

生じる。本分析では、低炭素型でも高炭素型でも必要なインフ

ラ投資はそれほど変わらないと結論づけている。先に述べた通

り、2015 ～ 2030 年のインフラ投資額は 90 兆米ドルが見込まれ

2.2 実現に向けて

つまり、成長の強化と気候リスクへの対応は単に両立可能な目

標というだけでなく、補完関係にある。しかし、それは自動的

に起こるわけではない。政策立案者が経済政策の中で、低炭素

という方向性を明確に定める必要がある。3 つ全ての変化要因を、

3 つ全ての経済システムに活用する必要がある。何よりも、企

業や投資家に対して信頼性のある一貫した政策シグナルを示さ

なければならない。

最も重要なのは、投資、イノベーション、成長を阻むものは、

政府が引き起こす不確実性である、という点だ。現在多くの国

で気候政策に関する一貫性のない複雑なシグナルが、特に炭素

価格の予測可能性という点で、投資家に大きなジレンマを与え

ている。長期的には、高炭素投資は気候政策の強化に伴い座礁

するリスクが大きい。しかし短期的には、多くの低炭素投資は

確実な気候政策がある際に比べリスクが高く、収益性も低い。

この不確実性が資本コストを上げている。そのため、投資家は

リスクを分散させるため、高炭素と低炭素資産の両方に投資す

ることを迫られている。結果として投資、雇用、成長のすべて

に悪影響が生じている。

国内の再生可能エネルギーを
利用することで、

エネルギー安全保障を強化し、
貿易赤字を減らす事ができる。

今後 15 年以降という長期的な視点で見れば、成長と気候変動対

策が相互補完性を持つという結論は驚くべきものではない。気

候変動の影響が増大するにつれ、経済への潜在的な悪影響は増

える。しかし本書は、もし政府が必要政策や投資を選択すれば、

低炭素政策は中期的（5 ～ 15 年）にも大きな成長を生み出すこ

とが可能であることを示している。例えば、優れた公共交通機

関を持つコンパクトな都市開発によって GHG は削減され、人々

は自宅から仕事・店舗・サービスへより迅速かつ効率的に移動

できるようになる。交通渋滞や大気汚染も減少し、交通ハブ周

辺では新たなビジネスチャンスも創出される。国内の再生可能

エネルギーを利用することで、エネルギー安全保障を強化し、

貿易赤字を減らす事ができる。クリーンテクノロジーの研究開

発は、ロボット工学、情報技術（IT）、ナノテクノロジーに比べ

ても、特に高い利益の波及効果があることを示す実績が続々と

出てきている 32。

短期的（今後 5 年間）にも、市場の失敗や政策の歪みを是正す

ることで、経済そして気候変動対策の両方を前進させる多くの
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注：詳細についてはNew Climate Economy技術注記、排出削減ポテンシャルの定量化を参照：http://newclimateeconomy.report

1 より高いエネルギー効率により基本ケースに比べ全体のエネルギー需要が下がるため、送配電の正味費用が低下する。効率性による効果
は、再生可能エネルギーを統合するのに必要な投資増分を上回る。

出典：IEA, 2012 およびOECD, 2006, 2012のデータに基づいたClimate Policy InstituteとNew Climate Economyの分析 37。

ており（年間平均で約 6 兆米ドル）、低炭素型投資に移行する場

合には 4 兆米ドルが追加される（年間約 2,700 億米ドル）35。つ

まり、必要と予測されるインフラ投資の総額に対する増加分は

5% 未満である（図 2 参照）。

その理由は、再生可能エネルギーや省エネの進んだ建物、交通

システムに伴う高い資本コストが、省エネによるエネルギー供

給量の低減や化石燃料への投資削減、またコンパクトな都市へ

の移行によって、相殺されるからである。また、例えば化石燃

料から再生可能エネルギーへの移行といったように投資が進め

ば、運営コストの更なる削減も見込まれる。こうして解放され

た資金によって、必要な追加設備投資を完全に相殺できる可能

性もある 36。しかしコストをカバーするための資金調達は必要

であり、多くの途上国は国際支援を必要とするだろう。この点

については さらに以下で論じる。

3. 成長の質 

 本書が提唱する変革は、収入や GDP で定義された経済成長を促

進するだけでなく、人々の福祉をより多岐にわたって向上させ

るような、多面的な意義のある機会を提供するものだ。これは

グローバル委員会のコンセプトである「better growth （より良

い成長）」が意味するところだ。より良い成長とは、包括的で（成

長の果実を幅広く、特に最貧困層に分配する）、気候変動に対す

る回復力を備え、地域コミュニティーを強化し彼らの経済自由

度を高め、大気環境から通勤時間といったあらゆる面において

生活の質を改善し、そして自然環境を持続させる成長のことで

ある。これらの全てが人々にとって大切でありながらも、現在、

経済の生産性を測る上で最も活用される GDP ではその大部分が

評価されていない。

その意味で、成長の質は成長率と同じく重要だ。ならば意思決

定者は、特定の政策や活動の影響を評価し、経済パフォーマン

スをさらに広範囲にまで追跡できるような、より優れたツール

を活用する必要がある。そのためグローバル委員会は、より幅

広い経済指標の開発と活用を支持する。例えば、高い成長率が

高レベルの大気汚染や環境劣化を引き起こすのであれば、また

成長の対価が貧困削減や失業対策に広範囲に分配されていない

$89
+$9 +$5 -$6

-$0.3 -$3 $93

2015から2030年のグローバル投資要件
兆US＄、2010年定数値

目安の値 
高い不確実性

ベース・ケース エネルギー効率
（建物、産業、
交通）の改善

発電用低炭素
技術の改善

化石燃料への
設備投資削減

送電1&配電の
削減

コンパクトな
都市による
設備投資削減

低炭素シナリオ

運営支出を含めると低炭
素への移行がより有益に
なる。5 兆米ドルのさらな
る削減へとつながり、全
体で 1 兆米ドルの節減が
可能となる

図 2

高炭素および低炭素シナリオの資本要件
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のであれば、経済が真に成果を上げているかどうかを検証する

必要がある。同様に、GDP の成長率は低くても、他の指標に改

善が見られる場合は、その経済パフォーマンスはより優れてい

ると捉えることができるだろう。これらの判断は、人々や政府

が独自に行うものである 38。

歴史的に社会は裕福になるにつれ、成長の質に価値を見出す傾

向がある。基本的ニーズが満たされた後に初めて、その他の課

題に取り組む余裕ができるからだ。本分析では、大気汚染、渋

滞、土地の劣化、森林破壊、その他の問題の経済コストに鑑み、

各国は開発における初期段階で、成長の質に重きを置いた方が

良いという点を示している。

本書で論じる投資や政策の多くは、途上国の最貧困層や最も弱

い立場にある人々にとって特に有益なものとなるだろう。その

中には、土地の劣化と気候変動によって益々の脅威にさらされ

ている小規模農家や、森林に多くの場合依存して暮らす 3 億

5,000 万人の人々 39、近代的な炊事設備や電気、またはその両方

を持たない何十億もの人々、そして公共交通機関に依存する低

所得の都市居住者 40 等が含まれる。低炭素型経済では多くの方

法で貧困を削減し、生活水準を向上させる手助けができる。そ

れには例えば、「気候変動対応型（climate smart）」農業、生態

系サービスへの支払い、オフグリッドによる再生可能エネルギー

ソリューション、高速バス輸送システム（BRT）等がある。

低炭素への移行による大気汚染の改善は特に重要だ。先に述べ

た通り、化石燃料使用による急激な経済成長は、多くの中所得

国において深刻な大気汚染を招いた。今回の新たな分析では、

GHG 排出量の多い上位 15 カ国において、大気汚染の健康と死

亡率の負担の平均値は GDP の 4.4％であることが分かった（図

3 を参照）。中国では GDP の 10％以上にまで上る 41。石炭を天

然ガスに置き換え、再生可能エネルギーや水力発電、また原子

力発電等の低炭素エネルギー源を用いる事で、公衆衛生を大い

に改善することができる。

もちろん、「エンド・オブ・パイプ型」の公害防止管理や、石炭

火力発電所や重工業の都市部からの移転等、GHG 排出を削減し

ない方法でも大気の質を改善する事はできる。しかし、より少

ない炭素排出量と健康改善という二重の利益を実現させるには、

意図的に政策を選ぶ必要がある。今回中国で実施された調査結

果は、両方を同時に行うことが多くの場合、最もコスト効率の

良い方法であることを示している 43。大気汚染が、化石燃料使

用による「真のコスト」を増大させることは明白だ。例えば、

東南アジアの多くの地域では、石炭火力発電は 60 ～ 70 米ドル

/MWh かかるが、これに大気汚染コストを勘案した場合、控え

めに計算しても 40 米ドル /MWh の費用を追加する必要がある。

これは代替電源とのコスト差を埋める、もしくは越えるのに十

分である 44。

都市交通も同様の事例のひとつだ。都市開発計画に関する分析

では、スプロール化を抑制し、効率的な公共交通システムの周

辺に作られた都市は、交通渋滞の緩和、移動時間の短縮、燃料

費削減により経済パフォーマンスを促しつつ、GHG 排出量を削

減することが可能であることを示している 45。これらの都市は、

さらには大気汚染を改善し、特に発展途上国では死亡や負傷の

主な原因である 46 交通事故を減らし、居住者の生活の質を向上

することができる。そうすることで、企業やその潜在的な従業

員にとってより魅力的な都市となる。 

これらは、低炭素型発展の経路が複数の便益をもたらす可能性

を示す例といえる。現在、世界各地で大気汚染や都市開発に関

する政策を立案する自治体やエネルギー・環境省の多くにとっ

て、気候変動が対策実施の第一の理由となることは極めて少な

い。しかし実際に、炭素の排出削減は、他の経済・社会目標達

成のために設計された政策のコベネフィットとしてもたらされ

ている。

スプロール化を抑制し、
効率的な公共交通システムの

周りに作られた都市は、
経済パフォーマンスを促しつつ、

GHG排出量を削減することが
可能である。

一般的に言われる発展と同じく、低炭素型成長もその選択如何に

よって、気候変動への脆弱性を増大させることにも減少させるこ

とにもつながる 47。重要な第一歩は、まず低炭素投資に「気候証

明」をつけることだ。つまり、例えば新たなインフラが将来の気

候変動に適応でき、人々を災害にさらすことがないことを確実に

することだ。洪水や地滑りが起こりやすい場所での建設を避ける

等、簡単な予防策で十分な場合もある。一方で、水量が減少傾向

にある川での水力発電所など、事業が実行不可能になる場合もあ

る。また、レジリエンスを高め、成長を助け、排出を抑えるといっ

た複合的な便益がある方策もある。例えば、耕作を最小限に抑え

て農耕地やその周辺に木を植える等、気候変動対応型の農業生産

を行うことで農作物の生産量を増加させ、農薬投与の必要性を減

少させ、土壌炭素量を上げ、また干ばつへの脆弱性を減少させる

ことができる 48 。一般的には、低炭素型の発展と環境持続可能性

の目標には、強い相互関連がある。
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4. 移行を管理する 

本書で説明される経済変革のプロセスには、標準的な経済モデ

ルではそれ単体でもしくは複合的にもうまく対応できない、4

組の変数が含まれている。それらは、構造的な変革プロセス、

技術変革とイノベーションの力学、増大する気候リスクの地域

的・世界的な影響、そして市場産物とのトレードオフを含む非

市場産物（より良い大気環境等）の評価である。

標準的な経済モデルは、気候変動対策コストを過大評価し、そ

の便益を過小評価する傾向がある、という多くの証拠が示され

ている。こういった先入観を認識しつつも、本書のモデルは経

済成長と気候変動対策は共に実施できると示している。ほとん

どの経済モデルにおいて、低炭素への道筋は短期的には高い初

期投資費用があり現行の消費を減少させるが、中長期的には消

費を拡大させる可能性があると示している。効率的で、炭素収

入を還流させる財政的に中立な経済モデルでは、低炭素政策（炭

素への価格付け等）は、短期的に見ても成長率を若干削減する

だけ、または実際には増大させると示す傾向がある 49。

長期的には、いわゆる「一般均衡」モデル（経済が常にほぼ完

璧な効率性で運営されていると非現実的に想定し、技術変革に

よってダイナミックに増大する収益を組み込みことに苦労して

いるもの）は、低炭素と高炭素発展シナリオにおける 2030 年

頃の世界 GDP の違いは、たった 1 ～ 4％と予測している 50。こ

れは半年から一年後に同レベルの GDP に達するのと同等であ

り 51、2030 年頃までの経済成長を考慮すれば大きな数字ではな

い。一方で、気候変動の影響を組み込むことを試みたモデルでは、

図 3

2010年の屋外大気汚染による死亡コスト

ブ
ラ
ジ
ル

南
ア
フ
リ
カ

カ
ナ
ダ

メ
キ
シ
コ

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ア
メ
リ
カ

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦

日
本

イ
ラ
ン

韓
国

ド
イ
ツ

イ
ン
ド

ロ
シ
ア

中
国

屋外における PM2.5 曝露による死亡コスト
− 2010 年の GDP 比（中位推計）、最大の CO2 排出 15 カ国

注：推定値は特に粒子状物質（PM2.5）の暴露による死亡コストであり、WHOの推定死亡率の最近の焦点でもある。
出典：Hamilton, 2014. 42

GD
P比



22 www.newclimateeconomy.report

高炭素シナリオでは気候の影響コストが時が経つにつれ増加す

るため、当然のことながら低炭素シナリオの方が世界の GDP が

大きくなることを示している 52。

経済モデル分析はまた、低炭素政策によって雇用機会を創出す

る分野もあれば、失われるもしくは創出されない分野もあるこ

とを示している。しかしほとんどのモデルでは、強固な低炭素

政策であっても全体的な影響は小さく、一般的には雇用全体の

プラスマイナス 1 ～ 2％程度だと示している。数値は、部分的

にはどのような政策を選ぶかによって左右される。例えば炭素

価格による収入を活用して他の経済に歪みをもたらす税を減ら

すことで、雇用の純増につながる可能性を示す分析もある。ま

た、若干の純損失を示すモデルもある。ただどちらのケースに

おいても、低炭素政策の影響は、マクロ経済政策や労働市場政

策が持つはるかに大きい影響や経済構造の変革と比べると、微々

たるものである 53。

国際再生可能エネルギー機関
（IRENA）は

2012年に再生可能エネルギー分野に
直接雇用された人は

約600万人と試算している。

しかし、経済全体において低炭素政策の雇用への純効果が小さ

いことは、それが重要ではないということではない。実はその

反対で、産業部門によっては雇用への影響が大きくなる可能性

がある 54。途上国では未だ労働集約型ではあるが、先進国では

既に高度に機械化された石炭部門での雇用は、技術変革がどの

みちもたらす雇用の減少に加えて、ほぼ確実に減少する。低炭

素型経済への移行により長期的には経済の中での比重が縮小す

るため、重工業やエネルギー多消費型産業部門における雇用も

影響を受ける可能性がある。同時に、一般的な化石燃料部門（石

油、ガス、石炭）に関わる企業の相対的価値も、将来的な需要

が減ると共に減少する可能性がある。

それらの部門が重要と位置付けられている国においては、影響

が真の課題を作り出すことは間違いない。政府は、特に製品お

よびプロセスにおける技術革新のポテンシャルを引き出すため

にも、影響を受ける産業部門で新たな低炭素戦略構築の手助け

をする必要があるかもしれない 55。化石燃料資産の所有者（政

府や年金基金等）やこれら産業部門からの税収やロイヤリティー

に頼っている公的機関は、長期的な移行戦略を練る必要がある。

これらの移行プロセスは何十年もかかる段階的なものだが、取

り組みの開始が早いほどコストは低くなる。

また、多くの雇用を創出することもできる。低炭素エネルギー

源や省エネへの投資が、主要な雇用創出元になるという証拠が

示されている。例えば、国際再生可能エネルギー機関（IRENA）は、

2012 年に再生可能エネルギー分野に直接雇用された人は約 600

万人と試算している。そのうちの 170 万人強は中国での雇用で

ある 56。この人数は、石炭業界の雇用数に迫っている 57。先進

国が低炭素の取り組みを始めたところ、あまり注目されないな

がらも「低炭素部門」の幅広い事業において、著しく雇用が伸

びている 58。低炭素型経済への移行が加速するにつれ、このよ

うな雇用創出や事業拡大パターンは、より広範囲に広まってい

くだろう。

低炭素への移行を政治的に実現可能とするためにも、こういっ

た部門間の雇用の相対的シフトには政府による積極的な管理が

必要となる。低炭素型経済への移行に伴い職を失う労働者の補

償やサポート、また産業衰退の影響を受ける地域への明確な対

策の実施が必要となる 59。対策には、直接的な財政支援、再研修、

技能再教育、地域経済開発への投資等があるだろう 60。

このように、国別、部門別の実情に合った「公正な移行」を可

能にする戦略は、中央と地方の両政府によって構築される必要

がある。より一般的には、労働と資本を衰退する部門から新し

い成長部門へと再配置することを促進し支援するような経済政

策が重要になる。このような政策は、自由で競争力のある市場

を活性化させる政策も含めて、成長にとって良いだけでなく、

低炭素型経済への移行における調整コストを削減することもで

きる。 

「公正な移行」戦略では、エネルギーと資源価格の上昇に影響を

受ける低所得世帯への支援を確実に実施する必要がある。価格

の上昇は、グローバル委員会が低炭素への移行に不可欠である

と論じる 2 つの政策と関係がある。それは、化石燃料補助金の

段階的廃止と炭素への価格付けである。このような政策には政

治的困難が付き物である。特に、制度的・財政的資源が限られ

ており、極度の貧困に対処する緊急性を抱える低所得国にとっ

ては、敏感な問題である。

しかし一方で、先進国と途上国両方における成功事例に勇気づ

けられもする。例えばガーナやインドネシアでは、解放された

収入の一部を条件付現金供与や他の財政支援という形で低所得

世帯に提供することで、化石燃料補助金の削減に成功してい

る 61。スウェーデンやカナダのブリティッシュ・コロンビア州

など、炭素への価格付け政策の収入または他の支出源を用いて、

光熱費が全体的に削減できるような、世帯補償や省エネ策への

助成金支給を実施した国や地方自治体も多くある 62。

低炭素型経済への移行を公正に管理するためのこの種の社会保
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護政策は、政府が必要とする方策には欠かせない要素だ。経済

改革を経たほとんどの国の経験からは、変革に伴う再配分の悪

影響を受ける部門や地域が、その実現を政治的に困難にしてい

ることが分かっている。どの国も状況に応じた戦略を見つける

必要がある。

現在の主要課題が貧困削減である低所得国では、低炭素型経済

への移行は特に困難になる。先進国は、途上国が低炭素で気候

変動に強い投資戦略に資金を供給できるように、追加の財政的、

技術的、そして能力開発型の支援を行う義務があるとグローバ

ル委員会は強く信じている。 

途上国は、資本集約型で低炭素かつ気候変動に対して回復力の

あるインフラ資産への資金調達支援を特に必要としている。つ

まり、長期的、譲許的かつ国際的な公的気候資金の流入と平行

して、民間資本を引きつける予測可能で優れた規制の整備がま

すます必要になる。気候リスクを低減させ、途上国が低炭素で

気候変動に対して回復力のある発展の道のりを歩むためには、

国際気候資金の流入を急増させなければならない。先進国は、

2020 年までに官民で毎年 1,000 億米ドルの資金供与を行うとい

う合意目標をいかに達成するかの道筋を打ち出す必要がある。

5. 気候リスクの低減 

本書の分析は、今後 10 ～ 15 年で、最も重要な成長分野の多く

で力強い経済パフォーマンスを促進しつつ、GHG 排出の軌跡を

押し下げるのに有意義な方策や政策が存在することを示してい

る。しかし、このような手法で排出量をどれだけ削減できるの

だろうか？それは国際社会の言う「危険な」気候リスクを阻止

するのに十分なのだろうか 63 ？

この問いに答えるには、まず世界の平均気温上昇を産業革命前

に比べ 2℃以内に抑えるという国際目標に沿った排出の軌跡を

理解する必要がある。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

の最近の排出予測によると、現在の排出傾向が続いた場合、地

球規模での排出量は今日の 50GtCO2e に対し、2030 年には約

68GtCO2e に上昇する 64。IPCC は、世界の平均気温上昇を 2℃に

抑える可能性を 3 分の 2 以上の確率に高めるには、2030 年まで

に地球規模での排出量を年間 42GtCO2e 以内にしなければなら

ないと示している。そのためには、2030 年までに「ベース・ケー

ス」である 26GtCO2e 以上の排出削減が必要である。

「公正な移行」戦略では、
エネルギーと資源価格の上昇に

影響を受ける
低所得世帯への支援を

確実に実施する必要がある。

この目標を達成するためには、世界経済の炭素生産性（世界生

産高／ GHG 排出量トンを、米ドルで定義）が、過去 25 年の歴

史的傾向である年間 1％に比べ、2030 年までに約 3 ～ 4％向上

する必要がある 65。また順調に歩み続けるには、2030 ～ 2050

年には年間約 6 ～ 7％の向上まで再度加速させる必要がある 66。

上記を背景に本研究プログラムは、基準となる「ベース・ケー

ス」と比較して、本書に記載されている最も重要な対策や行動

によって、2030 年までに達成できる可能性のある排出削減量の

算出を試みた。この算出に用いられた都市開発や土地利用変化、

エネルギー投資、製造業及びサービス業特有のイノベーション

におけるすべての取り組みは、複合的な経済効果を持つ。これ

らすべてが、基準経済指標が意味する便益を提供するのみなら

ず、農村の貧困削減や大気汚染の解消による健康増進、都市交

通渋滞の減少、生態系サービスの保護等、福祉を増進する他の

要素にも好影響を与える。狭義の経済的観点からみれば正味費

用が少ない場合があるため、これらすべての取り組みが、より

質の高い成長に貢献しているという強い主張を行うことができ

る。また、政府、都市、企業が気候変動への効果を考慮せずとも、

これらの取り組みを実施する強い理由があるという見方もでき

る。

主な対策と本書で提示した行動によって見込まれる排出削減量

は、全体で 14 ～ 24GtCO2e であると試算された。これは、各対

策がどの程度まで実施されるかによる（図 4 参照）。この振れ幅

は、上記で説明した世界の平均気温上昇を 2℃以内に抑える可

能性を 3 分の 2 かそれ以上にするために、2030 年までに必要な

排出削減量の少なくとも 50％、最大で 90％にまで達する可能性

がある。振れ幅の上限を達成するためには、対策や行動を初期

段階で幅広くかつ意欲的に実施する必要がある。これには、断

固とした政策変更とリーダーシップに加え、最優良事例の迅速

な学習と共有、そしてとりわけ途上国の努力を支えるための国

際協力が強く求められる。

このような算出を的確に行う事は難しく、示される数字の幅は

広くなる。計算は、特定の対策がどの程度実施され費用はどれ

だけかかるのか、排出量はどうなるか、背景の経済状況（成長

率やエネルギーコスト等）はどうか、技術変革がどの程度早く
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出典：New Climate Economy分析. 67 

起きるか等、「ベース・ケース」で何が起こるかの想定に基づい

ている。また、これら対策や行動の複合的な経済効果がどう評

価されるかにもよる。こういった補足はあるが、それでもここ

で示された数字は、潜在的な削減規模の目安を示している。

これらの対策だけでは、危険な気候変動を防ぐために 2030 年ま

でに必要とされている排出量を削減するには十分ではないだろ

う。しかし本書では、現時点で存在するすべての排出削減の可

能性を検証したわけではない。2020 年代後半までには、技術の

進歩により、ほぼ確実に今日ではまだ知られていない新たな可

能性が生まれているだろう。そのため、2030 年までに必要とな

りうる追加の排出削減策すべての経済コストや便益を算出する

事は不可能に近い。

しかし、必要な削減を完全に達成するには、正味費用がかかる

取り組みを実施する必要があることは明らかだろう。建築物は、

通常であれば十分とされる以上に、徹底的に省エネ対策を施す

必要がある。石炭ガス火力発電所は早期に撤退させるか、GHG

排出削減を唯一の目的とした炭素回収貯留（CCS）技術を備え

付ける必要がある。また、産業、農業、交通からの排出を大幅

炭素への強固な価格付けと効果的な国際気候合意は
全ての方策の促進に役立つ

主な方策によるGHG排出と削減見込み：2030年

CO2換算ギガトン

ベースライン 都市 土地利用 エネルギー 短寿命
気候強制力因子

製造・サービス業に
おける技術革新

2030年
ポテンシャル

具体的な方策
都市 土地利用 エネルギー 短寿命気候汚染物質

製造・サービス業に
おける技術革新

・大量輸送の利用
拡大と都市技術
（新規＆既存）の利
用によるコンパク
トな都市形態

・農業生産性の
向上

・森林破壊の
停止

・荒廃地の再生

・食品廃棄物の
削減

・化石燃料補助金
の廃止

・石炭からの移行

・石油ガスからの
メタン排出削減

・規制による
HFCs削減

・製造及びサー
ビス業の効率
強化のための
デジタル技術
の活用

2℃目標達成パスにおける
2030年の排出レベル：40～42 GTCO2e

図 4

優れた経済活動が2℃目標達成パスをほぼ可能にする
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研究開発に対する投資を今から大幅に増やす必要性があること

を示している。

本書が焦点を当てる分野には、成長と排出の両方において長期

的で根本的な原動力が存在する。低炭素への移行は 2030 年に完

了するわけではない。世界の排出量を 2050 年までに 20Gt CO2e 

以下にし、今世紀後半にはほぼゼロかそれ以下にするためには、

その後さらに徹底的な削減が必要となる 69。本書で提案する対

策や行動は、2030 年以降の気候変動対策を容易なものとするた

めに、都市政策や計画、土地利用、エネルギーシステム、経済

に削減する必要がある。これらにかかる費用は、深刻な気候リ

スクを低減するための「純粋な」コストであり、その理由での

み正当化できる。

2℃への道筋を達成するために必要な正味費用の算出を試みた多

くの経済モデルは、それが 2030 年までに GDP の 1 ～ 4％とい

う比較的少額で済むことを示している 68。これは、回避されう

る 2℃以上の温暖化によってもたらされる、将来的な経済損失

よりもほぼ確実に小さい額だ。しかし、正味費用を伴う対策が

必要になる可能性があるということは、CCS 等、主要技術への

本調査は、各国が経済や健康といった重要な便益を得ながら

GHG 排出を削減できるような改革や投資を実施する上での、

大まかで概算的なスコープを導き出すことを試みた。技術文

献の調査を活用し、以下の行動によって CO2 を 1 トン削減す

る毎の多面的効果を金銭的に見積もった。

• 石炭の使用削減により地域で大気汚染が改善することで

もたらされる健康改善 

• より良い土地管理慣行や森林再生、植林、REDD+ に関連

した荒廃地の再生施策から得られる村落開発便益

• 化石燃料使用の減少により燃料価格の変動が軽減するこ

とでもたらされる便益

• 交通手段を自動車から徒歩や自転車、公共交通機関へ替

えることで大気汚染が改善し、また交通事故や渋滞が回

避されることでもたらされる便益 70。

結果は、マッキンゼー・アンド・カンパニーが開発した限界

削減費用曲線（MACC）を調整する形で提示している 71。図

5 の青い棒グラフはそれぞれ、高炭素という選択肢に対し、

特定の技術や取り組みを通じて CO2 をさらに 1 トン削減す

るためにかかる 2030 年での推定増分費用と、その技術で可

能な排出削減総量を示す。1 トン当たりにかかる 2030 年で

の推定増分費用は、低炭素の場合と高炭素の場合にかかる運

営コストや年換算の資本コストの差分に基づいており、低炭

素への移行によって生じうる削減可能量の純増分である。赤

い棒グラフは、地域の大気汚染の改善によって得られる健康

Box 1
低炭素対策の複合的な便益と排出削減ポテンシャルの定量化

効果など、さまざまな削減策に関連して生じる追加のコベネ

フィットである。マッキンゼーで開発された本来の曲線は反

転しているため、純便益のある手法は軸の上にあり、正味費

用がかかるものは下にある。そして、複数の便益価値は適切

なところに含まれている。そのため、このグラフは「限界削

減便益曲線」となる。 

この曲線は、経済的な狭義でいう純便益を生み出す削減策が

多数あることを示すだけでなく、コベネフィットを含めた場

合にはさらに増え、またその際には福祉の経済利益が大幅に

増大することを示している。コベネフィットが考慮されると、

「狭義」では正味費用となる削減策にも純便益となるものが

多くあり、それらには例えば森林破壊の回避や、新たな廃棄

物のリサイクル、洋上風力がある。

ここでのコベネフィットの定量化は、試験的な性質を持つ。

対象範囲も不完全であり、様々な導入課題といったものが考

慮されていない。また、ここでのアプローチには取引費用は

含まれておらず、活動の優先付けや組み合わせの違いによっ

て、全体としてさらに良い結果が得られる可能性も示してい

ない。しかし、どの取り組みがより魅力的でコスト効率が高

いかという方向性や、2030 年の削減目標を達成するにあたっ

てのそれぞれのおおよその貢献度は提示している。この分析

によって、政策立案者には GHG 排出を削減させながら経済

福祉を高めるための幅広い改革と投資の選択肢がある、とい

うことを論証することができた。本分析は、狭義に定義され

る経済効果では低くてもまたはマイナスでも、大きなコベネ

フィットがある対策を特定する上で特に役立つだろう。
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出典：New Climate Economy分析.72 

政策、財政と技術革新等の領域において、各国が 2030 年までに

基盤を整えるための手助けとなるだろう。

6. リーダーシップ 

成長の促進と気候リスク低減を共に実施するという主張には、

揺るぎないものがある。しかし、時間は世界の味方ではなく、

今後 10 ～ 15 年が正念場となる。

経済構造の大幅な転換には前例がある。多くの先進国や途上国

は、この 30 年で経済の構造変化を遂げている。数々の証拠に基

づけば、それには、十分に機能する市場経済と、ガバナンスのしっ

かりとした公的機関の両方が極めて重要である。また、国民的

議論、幅広い政治支援、活発な市民団体が、その成功の可能性

図 5

2030年の限界排出削減便益曲線
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を大きく左右する。

その際、企業の役割は特に重要だ。規模に関係なく、世界中の

多くの企業は、既に低炭素、そして気候変動に対応する道へと

歩み始めている。先進企業の多くは、投入コストの削減やイノ

ベーションの促進、他のリスク対処へのメリット等、自社の「純

利益」にとって有益となる結果を得ている 73。企業による行動

の多くは、その実現にあたり政府による規制やインセンティブ

が必要となる。責任ある企業は、反対ではなく（現実にはそう

いうケースが多い）、政策導入を支持する責任がある。また多く

の企業が、環境社会影響に関する報告を改善させている。ただ、

それらは未だ任意で、多くの場合部分的だ。今後は標準化され、

財務報告の核となる要件として組み込まれる必要がある。

またそれは、経済活動に関するルールや規範をより包括的に見

直す中でも検討されるべきだ。政府や企業、金融機関、国際機

関等が業績やリスクを評価する際に使う指標には、経済やビジ

ネスが環境に与える影響に関するより深い知見を定期的に反映

させる必要がある 74。 

何よりも、低炭素で気候変動に強い開発軌道への世界的な移行

は、各国が今後の経済のあり方を約束する国際合意によって支

えられる必要がある。それは国内政策を強化し、企業や投資家

に対し、世界経済の将来の方向性について強力かつ予測可能な

シグナルを送る等、強力なマクロ経済手段として機能する可能

性がある。シグナル発信の効果は、国際合意に今世紀後半まで

に GHG の正味排出量をほぼゼロにする、もしくはそれ以下に削

減するという長期目標が含まれると、さらに価値が上がるだろ

う 75。国際合意は公正なものでなければならず、先進国は途上

国に対し、適応、緩和、能力構築のための気候資金を大規模に

提供する必要がある。

本書の各章にて、具体的な政策や行動についての提言を行って

いる。そのいくつかは第二部の要約に含まれている。またこれ

らの提言は、第三部で世界行動計画の 10 項目として要約されて

いる。 

本書で提示される豊富な証拠からは、現在、世界各国で経済社

会目標を達成しながら気候リスクを低減するための、たくさん

の方法があることが分かる。経済のリーダーには、より良い成

長とより良い気候（better growth and better climate）を実現す

るための好機が待っている。
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１．都市

都市は、経済成長と気候変動対策の両方にとって極めて重要で

ある。都市部には世界人口の半分が住むが、世界の経済生産

の約 80％を占め 1、世界のエネルギー使用とエネルギー関連の

GHG 排出量の約 70％を占める 2。今後 20 年の間で、世界人口

の純増はほぼすべてが都市部で起こると予測されている。毎週

ストックホルムの人口とほぼ同じ 140 万人が増えていくことに

なる 3。そして 2050 年までには、都市人口は少なくとも 25 億

人増え、世界人口の 3 分の 2 に達する 4。

今こそが、成長や生活の質、炭素排出に関する課題を考える最

も重要な時期である。私たちが今作る道路や建物といった建造

物は、この先一世紀、またはそれ以上に渡って存続する可能性

があり、GHG 排出の軌跡を抑える上で今が極めて重要な時期な

のだ。

寿命が長い都市インフラの性質を考慮すれば、世界の成長都市

をいかに開発、再開発、管理、改善するかによって、経済パフォー

マンスや市民の生活の質を決定づけるだけでなく、今世紀末ま

での世界の GHG 排出の軌跡を決定づける可能性がある。本章で

は、経済成長と気候変動の両方において強まる都市による貢献

と、都市開発に関する現在の支配的パターンを確認し、代替的

な道筋とその支援と拡大に必要な政策を提示する。

特に、3 種類の都市に焦点を当てる：

・  新興都市は、人口が 100 万～ 1,000 万人で、一人当たりの所

得は 2,000 ～ 2 万米ドルの、中国、インド、その他新興国で

急成長を遂げる 291 の中所得・中型都市が含まれる。

・  グローバル・メガシティーは、人口が 1,000 万人以上で、一

人当たりの所得が 2,000 米ドル以上の、知識、サービス、商

業等が集約した主要 33 のハブ都市で、ロンドン、北京、東

京等が挙げられる。

・ 成熟都市は、豊かで確立された先進国の 144 の中型都市で、

一人当りの所得が 2 万米ドル以上で、シュトゥットガルト、

ストックホルム、広島等が挙げられる。

本調査によると、現在の傾向が続いた場合、今から 2030 年まで

の世界の GDP 成長の 60％が、これらの都市群によってもたら

される。これは、世界のエネルギー関連の GHG 排出の半分近く

に匹敵する。またこの成長の 50% 以上は、人口が 100 万～ 1,000

万人の 300 の新興都市によるものとなる。市長や経済、財政、

都市計画、環境に関連する省庁の政策立案者には、いかに経済

パフォーマンスと生活の質を改善しながら GHG 排出を削減する

ような都市開発を計画できるかが問われている。

世界の都市成長の大部分において、無計画で体系化されていな

い都市膨張が起こっており、人口密度は低く、車の使用率も高い。

現在の開発トレンドが続く場合、世界の市街地の面積は 2000 年

から 2030 年の間で 3 倍に拡大する 5。これは、毎日マンハッタ

ンよりも広い土地面積が拡大するのと同等で、同時に自動車の

数も今日の 10 億台から 20 億台に倍増することになる 6。

現在の開発トレンドが続く場合、
世界の市街地の面積は

2000年から2030年の間で
3倍に拡大する。

このようなかたちでのスプロール化（無秩序な拡大）には、膨

大なコストがかかる。世帯あたりの土地使用面積が倍増し、公

共設備や公共サービス提供にかかる費用は 10 ～ 30％以上増え、

さらに自動車での移動に関する費用は 20 ～ 50％増えることが

考えられる 7。成長が早い低所得国と中所得国は建設機械を輸入

する必要があるため、この膨張パターンでの費用の多くは 2 倍

や 3 倍に膨れ上がる可能性がある。スプロール化は渋滞や事故、

大気汚染による費用を増大させ、非効率で高レベルのエネルギー

消費を固定させる。また、より効率的な方法による廃棄物管理

や地域熱供給システムの導入を困難にする。

本調査での新しいモデルによる試算では、米国におけるスプロー

ル化の外部費用は、毎年約 4,000 億米ドルに上る。これは、公

共サービス費用の増加、インフラへの設備投資費の増加、全体

としての資源生産性の低下、そして事故と公害からの損害によ

るものである 8。資源が限られる中で都市化を急激に推し進める

国では、費用はより多くなる。中国では、都市のスプロール化

によって、集積や専門化による生産性向上でもたらされる利益

が減少し、その結果、成長維持のための資本支出が必要以上に

高い水準となった 9。例えば 2004 年に中国の 261 の都市で行わ

れた調査では、雇用密度が倍増した場合、労働生産性が 8.8％上

昇することが示された 10。

本調査での新たな分析では、このような状況でも、世界各地の

都市には、今後 5 ～ 10 年で建築、交通、廃棄物部門において経

済的に魅力的な投資を行うことで、資源生産性を上げて GHG 排

出を減らす大きな好機があることを示している。しかし、都市

第二部：各章の要約
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計画や交通システムの大きな構造転換なしには、こういった取

り組みの効果は直ちに BAU の下で続く経済や人口拡大の影響に

打ち消されるだろう。特に急成長する新興都市においては、省

エネと排出削減は 7 年以内もしくはそれよりも早く打ち消され

ると示すデータもある 11。

そのため、都市における持続的で長期的な生産性改善という新

たな波を起こすには、よりコンパクトでつながりの強い、調整

の取れた都市開発へのシフトが必要になる。そのような都市は、

より生産性が高く市民参加型であり、レジリエントで清潔、静

出典：Bertaud and Richardson, 2004. Kenworthy, 2003.12 

かで安全である。そして GHG 排出量も低い。これは、経済成長

と気候変動対策を共に追求した際に得られる恩恵の良い例とい

える。例えば図 6 は、米国の都市アトランタとスペインの都市

バルセロナが取る都市開発パターンにおける、土地使用と GHG

排出の関連を対比している。

1.1 都市開発のより良いモデル 

無計画で体系化されずに拡大する都市に代わるものは、成長が

管理された、より効率的な都市開発モデルである。成長を管理

図 6

所得水準が同等の都市でも、過去のインフラや都市計画によりエネルギーと排出量は大きく異なる：
アトランタとバルセロナ

アトランタの市街地 バルセロナの市街地

人口： 250 万人

都市面積： 4,280km2

交通炭素排出量：
一人当たりトン CO2　

（公共＋民間交通）　

7.5

人口： 280 万人

都市面積： 162km2

交通炭素排出量：
一人当たりトン CO2　

（公共＋民間交通）　

0.7
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するとは、高密度化と各地区の多目的利用、徒歩圏の環境整備

を奨励し、グローバル・メガシティーや成熟都市では、都市中

心部や利用されなくなった工業用地を再生・再開発し、緑地の

整備を進めることを指す。こういた都市モデルでは、コンパク

トな都市形態を最大限に活かし、自動車への依存と渋滞を減ら

すため、高い技術による公共交通システムの整備を優先的に行

う。また、「スマートな」公共設備や建物を通じて資源効率を高

める。これにより、今後 15 年で都市インフラへの資金需要を 3

兆米ドル以上削減できる可能性がある 13。急成長する新興都市

や小さな都市部は、他都市の経験に学び、発展の初期段階から

こういったモデルを適用できる特に重要なチャンスに恵まれて

いる。

中国では、2015年までに
3,000km以上の都市鉄道網が

整備されることになる。

この代替モデルへ移行すれば、中長期的に大きな経済・社会メ

リットを得ることができる。より高い人口密度による集積効果

を通してインフラの生産性を高め、大気汚染を改善し、交通部

門で大幅なコスト削減ができる。米国での予測では、公共交通

指向型の都市開発によって一人当たりの自動車使用を 50％削

減し、家庭支出を 20％低減できることが示されている 14。スプ

ロール化するヒューストンは、極めて安い燃料費によって GDP

の 14% が交通部門に使われており、GDP の 4％のコペンハーゲ

ン、GDP の 7% の西欧諸国に比べてその割合が大きくなってい

る（ヒューストンは現在、都市再開発と公共交通システムへの

持続的な投資を通じて、スプロール化の遺物を取り除くため意

欲的に取り組んでいる 15。）

本調査の新たな分析では、世界の 724 の大都市がコンパクトで

公共交通指向型モデルを採用すれば、より効率的な交通手段へ

と転換することで主に個人の自動車使用量が減り、2030 年まで

に年間最大 15 億トン CO2e の GHG 排出が削減可能になること

が示されている。このために必要な変革は、今後数十年にわた

る大規模で持続可能な省資源化と排出削減に向けた基盤を築く

ことにもなる。

実際、こういった変化は既に起きている。都市の再高密度化は、

ロンドン、ブリュッセル、東京、ハンブルグ、名古屋、北京と

いった様々な都市で実施されている。160 以上の都市が、地下

鉄の 15％以下の費用で毎日多くの乗客を運ぶことができるバス

による高速輸送（BRT）システムを導入している 16。例えば、コ

ロンビア、ボゴタの BRT は、毎日 210 万人の乗客を運んでおり、

それは住民と公共交通機関やコミュニティスペース、公園とを

つなぐ市全域に巡らされた自転車道によって補完されている 17。

中国では、2015 年までに 3,000km 以上の都市鉄道網が整備され

る 18。また 2000 年にはまだ 5 つの都市でしか実施されていなかっ

た自転車シェアリングは、2013 年末には 700 以上の都市で実施

されている 19。

そして、コペンハーゲンや香港、米国オレゴン州のポートラン

ドといった都市では、よりコンパクトでつながりの強い都市成

長モデルにより、いかに豊かさと、大気汚染の改善、GHG 排出

削減の全てを同時に実現できるかが示されている。またストック

ホルムでは、1993 年から 2010 年の間に 35％の排出削減をしな

がら、ヨーロッパ最大の成長率でもある 41％という経済成長を

達成した 20。クリティバはブラジルの最も裕福な都市のひとつだ

が、包括的な土地利用と画期的な交通計画により、国の平均より

も一人当たりの GHG 排出量は 25％、燃料消費は 30％低く抑え

られている 21。

1.2  国レベルでの都市の成長管理に向けた 
戦略アプローチ 

世界の国々は、成長の主な原動力、そして気候変動対策として、

都市開発の管理改善と生産性向上に優先的に取り組む必要があ

る。都市開発は、既存の仕組みの中では他の国家的な優先事項

によって左右されるため、都市人口が急増する国にとっては特

に重要である。中央政府、地方自治体、市長の間の協調と協力

が不可欠である。

既に複数の国では、主要な政策変更を実施することで、よりコ

ンパクトで多目的な土地利用開発を進め、都市の膨張を抑え、

資源効率を最大化させ、大気汚染・渋滞・CO2 排出といった負

の外部性を抑えている。注目に値する例として、都市政策を国の

意思決定の中核に置く、中国の新たな国家都市化計画がある 22。

本グローバル委員会はすべての国に対し、都市政府と共に、複

数の部門から代表者を集め、予算を割り当て、そして中央政府

または財務省の監督のもと、国家都市開発戦略を策定すること

を勧める。都市に大きな財政上の自律性を付与し、経済・社会・

環境に関する業績評価指標との連動の可能性も検討するべきで

ある。また都市によるコンパクト化に向けた取り組みを支援する

ため、適切な民間部門の参加も含め、国レベルで特別目的の融資

媒体を設立することを検討する必要がある。既存のインフラ財源

は、この移行を支援する目的の下で利用されるべきである。

1.3 コンパクトで調整のとれた都市開発を推進 
するためのより強固な政策と制度

生産性の高い都市の開発改善には長い道のりが必要となる。国
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や地方、都市が一体となり、複数の主要分野において、今まで

通りの都市成長から転換していく粘り強さが必要である。その

第一歩として、建築物、交通、廃棄物管理といった多岐にわた

る分野において、資源の生産性を短・中期的に向上させる数多

くの好機を捉えるべきだ。特に実行能力に制約がある都市にお

いては、こういった小さなステップを積み重ねることで、広範

囲にわたり長期的な改革への機運をつかむことができる。

都市の構造改革を広範囲で推進するためには、政府は都市、地方、

国レベルで戦略的な計画立案を強化することを優先し、土地利

用の改善と統合的なマルチモーダル交通インフラに注力する必

要がある。世界 150 の大都市のうち、低炭素都市計画に必要な

基本分析能力を持ち合わせている都市は 20％しかない 23。よっ

てこのような取り組みは、より高い密度と多目的利用、インフィ

ル開発を推進するような定期的な改革と、新しい施策（例えば

効率的な駐車行為の促進）によって支援される必要がある。

さらに、交通におけるインセンティブを変えることも重要にな

る。グローバル委員会は、化石燃料車の利用インセンティブを

低減、いずれは除外するため、政府が燃料補助金制度を見直し、

道路利用者負担といった新たな価格付メカニズムを導入するこ

とを提言する。また、農地転換や分散型開発に対する課金や、

土地税や開発税といった、建物よりも土地に高い価格がつくよ

うな施策を検討するべきである。このような改革によって、公

共交通や公共交通指向型開発への投資に必要な歳入を得ること

ができる。 

加えて、よりスマートな都市インフラや技術への先行投資に融

資を行う新たなメカニズムが必要である。これには例えば、土

地の開発利益還元の更なる活用、地方債融資、民間資本を引き

つけるための投資プラットフォーム等がある。これらは、より

効果的で説明責任のある市レベルの機関によって補完されるべ

きである。本章はこれらを詳細に説明する。

1.4 国際社会の役割

しっかりと管理された都市成長を促すにあたり、国際社会も、

優良事例に関する知識の創造や共有、そして資金をスプロール

化する都市からコンパクトで連携のとれた都市へと方向付ける

ことの両方において、重要な役割を担う。

グローバル委員会は、都市の生産性を上げ、国や都市の取り組

みを支援するため、最優良事例の開発を促進・支援すること

を目的とした「グローバル都市生産性イニシアティブ（Global 

Urban Productivity Initiative）」の設立を提言する。本イニシア

ティブは、C40（世界大都市気候先導グループ）や ICLEI（持続

可能性を目指す自治体協議会）24 といった都市ネットワークを

含む、この分野で既に活動する主要な国際団体の取り組みを基

にして、急激に都市化が進む国や市長、企業リーダーを巻き込

むべきである。主な活動としては、都市レベルのデータを体系

的に収集する制度の検討、都市化シナリオや最優良事例の手引

きの作成、統合官庁簿記に関する国際基準の設定、的を絞った

能力開発等が挙げられる。

さらに、都市の信用力を評価する国際機関を設立するべきであ

る。これは、都市がより多くの「独自の財源」を得るために必

要な戦略立案を支援し、主権政府が許すところでは、民間資本

市場へのアクセスを拡大させるためである。途上国の 500 の大

都市のうち、国際金融市場から信用力があると見なされる都市

は現在 4％しかない。この状況を改善するために費やされる 1

米ドルは、民間部門から 100 米ドル以上の資金調達ができるほ

どのレバレッジがある 25。この新機関は世界銀行の既存プログ

ラムを基に構築・拡大し、先進国と途上国両方の都市の支援を

行うべきである。

最後に、国際開発金融機関（MDBs）は、体系化も調整もされて

いない都市開発を固定化するような投資への融資を、急ぎ段階

的に廃止することが重要である。これらの金融機関は、援助国

と被援助国と協力し、海外開発援助や譲渡的融資を、統合的な

都市計画の戦略立案やよりスマートなインフラや新技術への投

資といった分野に活用するべきである。MDB の融資全体を、急

激に都市化が進む国の経済発展において、益々重要な役割を果

たす都市開発に行き渡るようにし、また都市がインフラ投資を

準備および実施する上での支援を拡大できるように、最大限配

慮する必要がある。

2. 土地利用
急激な世界規模の人口増加、都市化、所得の向上、資源制約は、

食糧安全保障及び生活水準の確保に極めて重要な、農業や森林

用の土地と水資源を大きく圧迫している。世界の農耕地の約 4

分の 1 は重度に荒廃しており 26、森林は材木や木炭のために、

また農作物や放牧用の土地利用のために伐採され続けている 27。

主要な生態系サービスが損なわれ、天然資源基盤の生産性も低

下している。同時に、気候変動が大きな課題となっている。多

くの場所で洪水や干ばつのリスクを増大させており、水循環シ

ステムや季節の気候パターンに変化をもたらしている。

農業、林業及びその他の土地利用（AFOLU）が、世界の GHG 排

出の 4 分の 1 を占めている 28。森林破壊や劣化だけで、森林再

生分を除くと、世界の GHG 排出約 11％の原因となっている 29。

2000 年から 2010 年の間に、世界全体の森林地は毎年平均 520

万ヘクタール減少している 30。農業からの排出には、家畜から

のメタン、肥料使用からの亜酸化窒素、トラクターや肥料製造



32 www.newclimateeconomy.report

出典： UNEP, 2012；FAO, 2012；EIA, 2012；IEA, 2012；Houghton, 2008の調整に基づいた世界資源研究所の分析 31。*土地利用、土地利用変化及び
林業部門（LULUCF）

からの CO2 等がある（図 7 参照）。

これらの要素を合わせると、特に炭素に富む森林地帯を多く抱

える熱帯諸国においては、農業と林業は気候政策を実施する上

で最も重要な部門となる。またこの二つの部門は、多くの途上

国にとって極めて重要である。多くのアジア諸国が該当するが、

一人当り GDP が 400 ～ 1,800 米ドル（2005$）の国では、農業

が GDP の平均 20％を占めることが世界銀行によって示されて

いる。サハラ以南のアフリカではそれが 34％にのぼり、1993

～ 2005 年では雇用の 3 分の 2 を、GDP 成長の 3 分の 1 を占め

ている 32。世界的に見ると、最貧困層の 70% が農村部に住んで

おり、その生計を農業に依存している 33。これは熱帯地域にお

いて特に顕著である。

さらに途上国は、今後 15 年の間で農産物および林産物の世界需

要の伸びの 80％以上が見込まれる場所である 34。2050 年までに

世界の農場は、主に途上国における人口増加、所得増、食生活

の変化のため、2006 年に比べてさらに 70％のカロリーを生産

する必要がある 35。この新たな需要を満たすことが成長、食糧

安全保障、貧困削減に不可欠となる。同時に、小規模農場から

地域ビジネス、多国籍企業に至るまで、極めて大きなビジネス

チャンスにもなる。気候変動による影響も、いかにこの需要を

満たしていくかに左右されることになる。

2.1 農業における供給側の対策

「緑の革命」と呼ばれる数十年に及ぶ途上国における農業の近代

化は、多収性品種を開発し、農業投入材（灌漑水、肥料）を大

幅に増やすことで、作物の収穫量を引き上げてきた。それに比

べて、今日必要とされている対策の多くは、干ばつ、洪水、害虫、

塩水侵入等、その土地固有の問題に対処するものだ。既に期待

できるイノベーションも見られる。例えば、南・東南アジアで

図 7

2010年、サブセクター別の世界AFOLU温室効果ガス排出量

LULUCF 反芻動物の腸内発酵

牧草地での反芻動物糞尿

土壌施肥

コメ

肥料管理

エネルギー

その他

農業生産と LULUCF*

エネルギー
（非農業部門）

GHG 世界総排出量

家畜と肥料が世界 GHGs の 7.2% の直接的な原因
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洪水が増え、穀物の水没が日常的な状況となる中、「スキューバ

米（Scuba rice）」という水没に耐性のある種が開発されている。

この品種は 2008 年にインドで導入されて以来、同地域で 500

万の農家に採用されている 36。

主要な穀物については、国際農業研究協議グループ（CGIAR）

が支援する年間 10 億米ドルのグローバル・パートナーシップに

よる研究が有益である。特に米や「孤児作物」（でんぷん質の根

菜・野菜・豆類等）といった、世界的な市場価値は小さいが地

域の主食である作物に対しては、各国の公的部門による支援も

非常に重要になる。しかし、2008 年に各国政府が農業の研究開

発に費やしたのは 320 億米ドルのみで、これには途上国や新興

国における 156 億米ドル（2005 年 PPP）も含まれている。主に

先進国においては、民間部門の融資がさらに 180 億米ドル（2005

年 PPP）追加されている 37。

生産性とレジリエンスを増加させるため、多国間機関、地域ま

たは国の機関のいずれかを通じて農業研究開発への資金提供を

増やす大きな余地がある。グローバル委員会は、二国間支援や

基金、また途上国の政府が共同で、途上国の農作物、畜産、森

林農業の研究開発への資金提供を 2008 年の 150 億米ドルから

2030 年には 300 億米ドルへと倍増させることを提言する。

研究開発のための資金を確保する一つの方法は、農業投入財（主

に肥料と水用）への補助金を削減することだ。中国の農業補助

金は 2012 年に 730 億米ドルで、農業生産の 9％にまで上昇し

た 38。インドは、2010 年に窒素肥料や農業の揚水電気に 280 億

米ドルの補助金を投入した 39。OECD 加盟国政府は、2012 年の

実績値に基づき、農家に 320 億米ドルを支払っている 40。多く

の国では生産性の向上を目指し、農業投入財への補助を行うが、

これらは同時に廃棄物や環境破壊にもつながっている。 

政府は農業投入財への直接的な補助金を段階的に廃止し、代わ

りにその資金を社会財の提供や低所得農家への直接的な支援に

活用する必要がある。こうすることで、より良い、そして目的

に適った農業投入を後押しし、汚染や GHG 排出を低減すること

が可能となる。また、農家は補助金があっても投入財にお金を

かけるため、その節約にもなる。中国だけでも、肥料使用の効

率化によって削減可能な GHG 排出量は年間 2 億トン CO2e もあ

り 41、インドでも、水使用の効率化で年間 1 億トン CO2e 近くの

排出削減が可能と推定されている 42。

農業R&Dへの資金を増やし、
生産性とレジリエンスを増大させる

大きな余地がある。

土地の荒廃を防ぎ再生させることも優先すべきである。現在、

世界の農地の約 4 分の 1 は著しく荒廃している 43。中国、エチ

オピア、メキシコ、ウガンダ、ルワンダ、チリとインドネシア

の調査では、土地荒廃が生産性を年間 3 ～ 7％減少させている

ことが分かった 44。十分な実績のある方法で、土壌に有機物を

追加し水の流出を抑制することで、保水して土壌肥沃度を向上

させ、土壌、植物、樹木の炭素貯蔵を増加させることができる。

グローバル委員会は、政府とその開発パートナーが投資を拡大

し、景観レベル手法を採用するなど、全力をあげて 1.5 億ヘクター

ルの荒廃農地を再生させることを提言する。

景観レベル手法は、農地別にではなく、より広範な地域の生態

系や資源利用、人間による活動を考慮に入れている。一般的には、

農場における植樹や農場周辺の森林の保護や再生も配慮される。

大規模かつ資本集約的に行うことも、または実証された一握り

の技術を導入して的を絞った形で実施することも可能である。

大規模な取り組みの成功例には、中国で 1994 ～ 2005 年に実施

された黄土高原プロジェクトがある。同事業は 4.91 億米ドルの

資金を調達し、百万ヘクタール近くの土壌浸食を抑制すること

ができた（図 8 参照）。ここでは、特に急斜面での作付けといっ

た荒廃につながる活動や樹木の伐採、ヤギの放牧の中止等に焦

点を当て、穀物栽培用に広くて頑丈な段々畑を作るための重機

を導入し、農家には植樹や耕作限界地における植物の自生を促

した。本事業によって穀物生産高が大幅に増加し、250 万人以

上が貧困から脱することができた。主に森林や草地の再生によ

り、土壌炭素貯留量も増加した 45。この事業モデルは、400 億

米ドル規模の「Grain for Green」プログラムを通じて、中国の

広範囲を網羅できるよう拡大展開されている 46。

一方、ニジェールのマラディとジンデル地域の事例からは、低

コストでも達成可能な手法があることが分かる。農家は耕作地

に窒素固定樹木を間作し、木の根や切り株を再生させることで、

樹木や灌木の植生を 10 ～ 20 倍に増大させた。著しく荒廃して

いた農地 500 万ヘクタールで農業生産力が増大し 48、地域全体

を通して生物多様性と土壌の肥沃度が改善した。農家の実質所

得は倍以上になり、また地元の非農業部門のサービスも活性化

した 49。同様の状態の土地はアフリカの乾燥地帯だけでも 3 億

ヘクタールあるため、この手法の普及の大きな可能性を示唆し

ている 50。

貧困国においては、2008 年の食料価格高騰に続いた気候や市場

リスク増大への認識により、政府や小規模農家は過度なリスク

回避姿勢を取っている。これにより、農家の所得を持続的に増

加させるために不可欠な、市場志向型の政策・投資・技術の採

用が妨げられてきた。一方で貧困層にとっては、増える不確実

性に注意を払い損ねることは、壊滅的な被害を受けることにも
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つながる。共同で対処するには、強固な組織とリーダーシップ

が必要である。適切なインセンティブや、所有権の強化も重要

である。多国間及び二国間のドナーや基金は、気候変動への適

応を目的とした資金提供を急増させるべきである。甚大な気候

災害にさらされ、確実なインフラや代わりの雇用機会、リスク

保険制度がない国々の最貧農家を優先する必要がある。

2.2 自然資本としての森林

森林にもさらなる保護が必要となっている。木材、パルプ、バ

イオエネルギーの需要は今後 15 年で増大すると予測されてお

り、現在天然林がある土地にさらなる圧力がかかることにな

る 51。2050 年までに木材の伐採量は 2010 年の 3 倍になると予

測されている 52。農業集約化といった方法で代替的な土地利用

の収益性を向上させることも、新たな土地を切り開く圧力を強

める。また、森林地帯だった場所での農業や林産物の生産等は、

価値の創出だけでなく費用ももたらす。森林は、国や企業、市

民に経済利益（及び気候便益）をもたらす自然資本の重要な一

形態である。森林が提供する生態系サービスは、農地の回復力

にとって特に重要である。そのため世界で、また各地域において、

残る天然林を保護し森林を再生させることは、世界の食糧需要

に応え、回復力のある経済を作り上げる上で重要な役割を持つ。 

出典：1999年と2005年の世界銀行による黄土高原流域回復事業IとIIの事業完了評価47。

図 8

中国の黄土高原における農業景観アプローチの導入成功例

世界銀行と中国政府は根底の原因に
対処することで浸食を抑制するため、
1994 〜 2005 年に 4.91 億米ドルを投
資した

●  森林破壊、急斜面での栽培、過放牧が 
土地の劣化と浸食を招いた

●  黄土高原は北京での黄砂と黄河の沈泥の
主な原因であった（年間 1Mt 以上）

●  農家の手掘りの段々畑は崩れ落ち、毎年
作り直す必要があった

●  洪水や土砂崩れのリスクの増加

●  土壌浸食は 90 万 ha で抑制され、土砂 
流出も年間 60～100Mt 削減された

●  より広範に、機械的に作られた段々畑は
頑強で、干ばつへの耐性もある

●  斜面に植えられた果樹が収入源を多様化
し、耕作限界地では植物の自生に任せる
ようになった

●  250 万人以上が貧困を脱し、農家の収入は
約 3 倍になった

●  Grain for Green プログラムの 400 億米ドル
など、中国政府による対策拡大が実施さ
れた
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毎年、数百万ヘクタールの森林が農地拡大、木材伐採、薪や木

炭のための採取、採掘、道路建設によって失われるか荒廃して

いる 53。樹木が伐採され森林劣化が起こった後、その土地は農

業等他の用途で使用される。これが専門的には森林破壊と呼ば

れるものだ。森林劣化と森林破壊は多くの場合関係性はあるも

のの、その主な原因は異なり、別のアプローチが必要となる場

合もある 54。森林劣化の原因の中核を成すのが、成長する新興

国からの高まる林産物需要である。一方、荒廃した森林地を再

生するか他の用途へ転換するかの判断は、代替使用の財政的な

実行可能性、所有権、市場と資源のガバナンスによって決定さ

れる。

市場価格、税制、融資条件、物資調達などの慣行が、森林のよ

り大きな経済価値を反映（または「内部化」）していないために

問題が発生するというのが通例だ。こういった問題は、情報不

足や説明責任の欠如、また地域によっては汚職や強力な既得権

益によって悪化している。このような市場やガバナンスの失敗

の下では、強固な経済成長を支えるどのような形の資本（自然

資本や金融資本、人的資本）も強化されず、効果的に活用され

ることもないだろう。 

政策介入はこれらの問題に対処するために必要であり、多くの

成功事例をブラジル、コスタリカ、韓国に見ることができる。

また、REDD＋の下での生態系サービスへの支払いも、国が自然

資本を維持するために重要な役割を果たすことができる。グロー

バル委員会は、先進国は少なくとも毎年 50 億米ドルの資金提供

を（第三者認証排出削減量への支払いを増やすかたちで）REDD

＋に行うことを提言する。

世界の食料の4分の1は、
農場から食卓に届く間に

失われるか廃棄されている。

後者の選択肢には、緑の気候基金における成果ベースのREDD＋

ウィンドウ（サブ基金）55や、2015年の気候合意の下での各国

の「約束草案」におけるREDD+を活用した排出削減がある。今後、

炭素市場の役割が増大することが見込まれている。成果ベース

の資金提供に必要な法執行や認証は、低コストの衛星画像、ク

ラウドコンピューティング、高速インターネット接続、スマー

トフォンやソーシャルメディアの収束によって大いに促進され

る。これらは、遠く離れた森林で何が起きているかを身近で知

ることができる「徹底的な透明性」という新しい世界の到来を

告げている。

野心的な森林再生目標も必要である。グローバル委員会は、

2030 年までに 3.5 億ヘクタール分の再生を各国が約束し、すみ

やかに取り組みを開始することを提言する。これは、劣化した

生態系の 15％を回復させることを目標とした「愛知ターゲット

15」と一致しており 56、流域保護や作物の収量改善、林産物に

より、毎年 1,700 億米ドルの純便益を生むことができる 57 。こ

のような高いレベルでの再生の道筋には、再生支援や自然再生

に加えて、アグロフォレストリーや農地（例えば商業価値の限

られた荒廃した急斜面等）でのモザイク的な再生を含める必要

がある。これらの取り組みにより、アプローチ方法や再生地域

の生物群系にもよるが、年間約 1 ～ 3 Gt CO2e を封じ込めるこ

とができる 58。

2.3 需要側の対策

土地への負荷を緩和するためには、需要側の対策も重要である。

カロリー換算でみると、世界の食料の 4 分の 1 は、農場から食

卓に届く間に失われるか廃棄されている。例えば先進国におけ

る食品廃棄物の削減対策により、2030 年までに年間 2,000 億米

ドルの節約と、少なくとも 0.3 Gt CO2e の排出削減が可能であ

る 59。政策立案者は、バイオ燃料用の食用作物への需要を減らし、

特に赤身の肉を避ける食生活へと変化を促す働きかけを行う必

要がある。 

グローバル委員会は、国や企業が 2030 年までに、収穫後の食

物ロスと廃棄率を現在の水準より 50％削減することを提言す

る。それに加え、バイオ燃料の使用を支援または義務づける政

府は、食用作物が関わるという点から、そのような介入を段階

的に廃止するべきである。

本報告書は、農業、森林、土地利用の変化に関する上述の提

言に沿うことで、控えめにみても 2030 年までに年間 4.2 から 

10.4 Gt CO2e の削減範囲、期待値としては 7.3 Gt CO2e の削減を

もたらすと予測する。この予測の主な構成要素は、「気候変動

対応型農業」改革に注力した農業生産性の向上（0.6 ～ 1.1 Gt）、

REDD+ の支援のもとで森林破壊の正味ゼロを目指す森林ガバナ

ンスの改善と保全施策（1.6 ～ 4.4 Gt）、荒廃農地 1.5 億ヘクター

ルと劣化森林地帯 3.5 億ヘクタールの合計 5 億ヘクタールの再

生（1.8 ～ 4.5 Gt）、食品廃棄物の削減（0.2 ～ 0.4 Gt）である。

3. エネルギー

エネルギー需要は過去に類を見ない速度で増加している。世界

のエネルギー使用は、1990 年以降 50％以上増加しており 60、継

続的な発展を支えるためには増加を続ける必要がある。昨今の

エネルギー需要の約 4 分の 1 は 2000 年以降のおよそ 10 年の間

に生まれ、純増分すべてが非 OECD 諸国で発生し、その半分以

上は中国によるものである 61。ほぼすべての国のエネルギーに
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注： 需要シナリオの主な範囲は、石炭使用の低減を促す段階的な政策（中国）を仮定しておらず、また指定された経済成長率での様々なエネルギ
ー効率改善の進展（インド）にも基づいていない。中国の破線（IEA 2013、新政策シナリオ）は、石炭需要の伸びを抑制する中国の政策に基
づいて考えうる需要の軌跡を示している。図は、全ての種類の石炭を含み、熱含有量による調整はされていない。

出典： 中国の需要（非破線）は、米国エネルギー情報局設定の範囲に基づく、2013 ; IEA, 2013、現行の政策シナリオ；Feng, 2012；Wood MacKenzie, 
2013。インドの需要シナリオは、2013年の政府計画委員会のインド・エネルギー安全保障シナリオ（IESS）の軌跡に基づく。中国の生産
は、国内石炭資源の究極可採埋蔵量の枯渇軌道の分析に基づく。インドの生産量は、政府計画委員会がIESSにおいて検討した国内における
石炭の将来の採掘可能量の範囲による67。 

図 9

2012〜2030年のインドと中国における国内石炭生産と石炭需要シナリオの範囲、政策変更なしの場合

需要範囲：
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中国とインドにおける石炭需要と国内生産のシナリオ

中国

インド

石炭 100 万トン
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関する見通しに影響を与えたこれらの劇的な変化を、過去の予

測では大抵捉えることができなかった。今後 15 年で世界のエネ

ルギー需要は 20％から 35％までの間で拡大することが予測され

ているなど 62、将来はこれまで以上に不確実なものとなる。

2015 ～ 2030 年には、エネルギーインフラの主要部門で約 45 兆

米ドルが必要となる 63。この需要を満たすためには、投資の大

きな動きが必要となる。そして、その資金がどのように使われ

るかが非常に重要となる。その使い道によっては、今後数十年で、

役に立つ強固かつ柔軟なエネルギーシステムを構築することも

できるし、または将来的な市場変動や大気汚染、環境社会諸問

題に晒されるようなエネルギーインフラにロックインしてしま

うことも可能だ。エネルギー生産と使用による GHG 排出が既に

世界の排出量の 3 分の 2 を占めており 64、その排出が増加し続

けていることを考えると、地球の気候にとっても死活問題と言

える。 

今後 15 年は、より良いエネルギーシステムを構築するチャンス

の時期であり、それは将来の気候リスクを減らすことにもつな

がる。その達成には、多面的アプローチが必要だ。まず手始め

に、エネルギーの価格設定を適正にすることだ。投資の原価回

収とエネルギー使用の無駄削減を可能にするエネルギー価格を

導入し、化石燃料の消費・製造・投資への補助金を廃止するこ

とだ。その他、補完的な施策も必要となる。エネルギー源を最

大限活用するために重要な課題として、資源の効率性と生産性

の向上がある。既にこの視点で大きな進歩を見せている国もあ

るが、大きな未開発のポテンシャルがある。さらには、非在来

型のガスや石油から急速に成長する再生可能エネルギーに至る

まで、エネルギーの供給オプションも増やす必要がある。技術

やビジネスモデル、財政システム、規制の枠組みにおけるイノ

ベーションでは、既にこれを実施している。 

3.1 石炭に関する見通しの変化

石炭は何世代にもわたり豊富かつ手ごろであり続け、急成長を

遂げる国々においては、依然電力供給の急速な拡大と重工業に

とってのデフォルトオプションである。しかし、急速に高まる

需要と石炭貿易の急増によって状況は変化しつつある。特に米

国のシェールガスや世界の再生可能エネルギーといった他の選

択肢の価格は下がっているが、石炭価格はこれまでの水準の倍

に上昇し 65、今後も 1 トンあたり 85 ～ 140 米ドルの高水準にな

ると予測されている。石炭のエネルギー安全保障上の将来的な

利点も、これまで以上に不明瞭だ。インドは近年、新しい石炭

需要の 50％以上を輸入しており、方向転換がない限りさらに高

い輸入依存に陥る可能性がある 66 。

石炭ベースのインフラが構築された場合、大気汚染による被害

は甚大であり、その対策は相当に困難なものとなる。中国での

大気汚染による死亡率は、現在 GDP の 10％相当に上る 68。大気

汚染のコストを適切に計算すると、多くの国において石炭の費

用優位性は損なわれる。例えば、石炭火力発電は 60 ～ 70 米ド

ル／ MWh で、東南アジアの多くの地域では財政的な利点がある。

しかし、大気汚染を適切に考慮した場合、40 米ドル／ MWh か

それ以上の費用が追加され、代替エネルギーとのコスト差を埋

めるか、あるいはそれを越えるのに十分な額となる 69。

さらに石炭は化石燃料の中で最も炭素集約的であり、電力セク

ターの排出量の 73％を占めるが、発電量は 41％のみである 70。

石炭使用の削減は、CO2 削減の道筋にとっても必須である。例

えば、IEA 450 のシナリオでは、石炭火力発電は 2030 年までに

2011 年の 60％に減り、石炭からの排出量の総削減量は 11 Gt 

CO2 となる 71。本報告書の分析では、この削減率の半分までは、

変化しつつある代替エネルギー費用や健康被害の低減、その他

のコベネフィットが考慮された場合、ゼロまたは非常に低い正

味費用で実施できると示されている 72。

今後15年は、
より良いエネルギーシステムを
構築するチャンスの時期であり、

それは将来の気候リスクを
減らすことにもつながる。

石 炭 に 関 連 す る 既 知 の リ ス ク を 考 え れ ば、 今 は「 立 証 責 任

（burden of proof）」を逆転させる時で、もはや石炭を経済的に

理に適う既定のオプションとして想定することはできない。そ

の代わり、政府は要件として、石炭火力発電所新設の際には、

他の選択肢は実行不可能であり、石炭の便益が全費用を上回る

ことを示す、完全なアセスメントを先行して求めるべきだろう。

3.2 再生可能エネルギー源の新時代

再生可能エネルギー源は、特に電力部門において、大規模でま

すます採算性のある化石燃料の代替として、予想外の早さで普

及してきた 73。2006 ～ 2011 年の電力発電の増加分の 4 分の 1

以上は、再生可能エネルギーが占めている 74。これまで長い間、

水力発電が主要なエネルギー源となっているが、風力と太陽光

発電も急速な値下がりによって多くの市場で石炭やガスに対し

て価格競争力を持つようになっている 75。例えばブラジルでは、

最近のオークションにおいて風力発電が新しい電源の最低価格

となっており、南アフリカでは石炭火力発電の最大 30％以下の

コストで風力発電電力が調達されている 76。
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太陽光発電（PV）電力は未だ風力よりも高価だが 77、モジュー

ル価格が 2008 年に比べ 80％値下がりしたため、現在は 2010 年

の半分の費用となっている 78。補助金が支給されていない世界

最大の太陽光発電所はチリのアタカマ砂漠にある 70 MW のもの

で、2013 年に契約締結された 79。2014 年初頭には 50 MW 以上

の太陽光発電所が少なくとも 13 カ国で 53 基稼働しており、計

画中のプロジェクトのいくつかは、現在補助金が無くとも競争

力があると考えられている 80。 小規模太陽光発電もすでに多く

の国で小売電力との競合力があり、ディーゼル発電機といった

他のオフグリッドオプションに比べても急速に安価になってい

る 81。バイオマス、地熱、原子力も、実証されている技術だ。

全体的に、エネルギーへの期待に急激な変化が起こっている。

今では参照シナリオにおいても、風力発電や太陽光発電が今後

20 年間で新電力の大部分を供給すると予測されており 82、炭素

排出のないエネルギー源が全体的に将来のエネルギー需要を満

たす主力となることが可能だ。

さらに展開を拡大させる大きなポテンシャルがある。コストは

下がり続けており、実際全ての国には活用可能な資源がある。

しかし、強い惰性の問題、また具体的な課題もある。ポテンシャ

ルを活かすには、上述の新しい電力供給方法への積極的な取り

組みと支援が必要である。再生可能エネルギーが他のエネルギー

源と競うには、そのための制度と市場の存在が不可欠だ。エネ

ルギー安全保障と大気汚染の減少という利点が考慮される必要

がある。現在は化石燃料用に整備されている市場や資金援助制

度も、併せて再考されなければならない。また、太陽光発電や

風力発電の出力変動によってグリッド統合の追加費用が発生し、

供給割合が増加するのに合わせ、電力システムの計画調整を行

う必要がある。現在、出力変動のある再生可能エネルギーの割

合を高い水準へと引き上げている先進的な国は、他の国が今後

数十年のうちに高い水準に到達できるような解決策を編み出す

重要な役割を担っている。 

再生可能エネルギー源は、
大規模でますます採算性のある

化石燃料の代替として、
予想外の早さで普及してきた。

そうとはいえ、適切な仕組みが整っていれば、今後 15 年でほ

とんどの国が再生可能エネルギーを中心にエネルギーの新規需

要をまかなうことが可能だ。しかし、現行のままでは、このポ

テンシャルが活かされないリスクがある。グローバル委員会は、

各国が再生可能エネルギーや他のゼロ炭素エネルギーの活用に

更に意欲的になることを提言する。すべての国が、再生可能エ

ネルギーおよび他のゼロ炭素エネルギーを大幅に活用したエネ

ルギー戦略を明確に打ち出し、評価する必要がある。また、こ

れらのエネルギー源が将来の電力需要をまかなうポテンシャル

を発揮できるように、電力システム計画や市場、資金供給方法

を再調整し、支援制度を整備する必要がある。

3.3  低炭素エネルギーへの「架け橋」となる 
天然ガスと CCS の役割

天然ガスの役割も変わりつつある。石炭に依存する数カ国以外

では、すでに新エネルギーの主要源となっている 84。米国では、

安価なシェールガスによって石炭からの大きな勢力移動があり、

他の多くの国でも潜在的な埋蔵量が確認されている。さらにガ

スはすぐに石炭を代替でき、CO2 と大気汚染を共に削減できる

ため、より低炭素なエネルギーシステムへの「架け橋」と成り

得る可能性が議論されている 85。ガスはまた、出力に変動のあ

る再生可能エネルギーの割合が高い電源システムを支えること

ができる。 

しかし、ガスが「架け橋」の燃料となることが保証されている

わけではない 86。そのため、ガス利用の展開が減速しないよう

な支援政策が必要となる。それには、石炭に社会的全費用を結

びつける施策や、一時的なメタン放出を制限するための生産規

制の導入、炭素への価格付け、低炭素技術支援などがある。さ

らにグローバル委員会は、石油やガス生産による一時的なメタ

ン放出を特定し削減する努力を加速化させることから始め、エ

ネルギーからの非 CO2 GHG 排出対策に迅速に取り組むことを呼

びかける。

一方で、二酸化炭素回収貯留（CCS）には、ある程度の化石燃

料を使用しつつ CO2 排出を削減するポテンシャルがある。地球

温暖化を 2℃に抑える多くのシナリオでは、ある程度の CCS 展

開を当てにしており、この選択肢がない場合、よりコストがか

かると評価している 87。

CCS は、石油部門の上流部門では実証された技術だが、電力部

門ではまだ初期段階であり、投資も IEA が必要とする推定額の

ほんの一部に留まっている 88。CCS を拡大させて現実的なオプ

ションとするためには、事業の社会的な受容と長期的で安定し

た気候政策の両方が必要となる。具体的には、実証プロジェク

トや需要創出の仕組み構築支援、インフラ投資への支援、新た

なビジネスモデルの開発を可能にすること等がある。 

3.4 エネルギー供給の最大限の活用

近代的なエネルギーは、特にアフリカやアジアの電気が利用で

きない 13 億人や、現代的な炊事設備を欠く 26 億人に最大の恩

恵をもたらすことができる 89。また、途上国の多くの都市と都
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市周辺部においても、人々の電気利用は部分的、または不安定

なものに留まっている。

都市化とグリッドの拡張によって電気利用が拡大することは実

証されており、オフグリッドやミニグリッドを併せて活用する

ことによって更に拡大させることが可能だ。コストの低下や新

しいビジネスモデル、技術革新によって、これらの方法の費用

対効果が高まっている。融資や政策と併せて、さらなるイノベー

ションや実験が必要である。電力需要は省電力機器や照明以外

にも増えているため、特に低炭素電力の供給能力が証明される

ことを保証する必要がある。さらには、優れた炊事設備の利用

を加速させるような取り組みも必要である 90。グローバル委員

会は、これらの取り組みを前進させるため、分散型エネルギー

利用にイノベーションを起こすための官民連携プラットフォー

ムの設置を提言する。

注： 太陽光発電コストは、太陽光資源と地域の非技術コストに応じ上下50％以上変動し、資本と資金調達コストの変化により変動率はさらに上が
る。WACC9.25%、太陽光発電の設備利用率17%、石炭価格70米ドル／トン、天然ガス価格10米ドル／MMBTUと仮定。2014年の推定最低実用規模
コストは、テキサス州のAustin Energyによる直近の電力購入契約に基づく（補助金のために調整）。

出典： 過去の太陽光発電コスト：Channell et al, 2012およびNemet, 2006; 石炭火力に関するUS LCOEに基づいた実例的な化石燃料の範囲はUS EIA, 
2014（上限）、仮定資本コストはIEA, 2014（低限）83。

図 10

石炭・天然ガスの世界基準値と比較した際の、経時的なPV電力の指標共通基準コストと
現在までの推定最低実用規模コスト

米ドル／ MWh

年

太陽光発電 2014 年の最優良発電所規模事業 現在の化石燃料範囲、指標
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他にも、エネルギー効率を改善し、生産性（エネルギー投入単

位当たりに生成される経済的価値）を上げることで、追加的な

燃料をさらに効果的に提供できるという大きな可能性がある。

先進国ではここ 40 年で、エネルギー効率の改善によって有効需

要を 40％削減することができた 91。他のどのエネルギー源にも

これ程の貢献をしたものはない。 

エネルギー効率の改善を「第一の燃料」として注目することは、

国際収支（化石燃料輸入の回避による）、成長ポテンシャル、地

域の大気汚染、エネルギーサービスのレベル向上、少ない炭素

排出、という面で大きな利点がある。エネルギー供給を増加さ

せることに比べても、非常にコスト効率が良い。「リバウンド」

効果があったとしても、効率性はエネルギー需要を満たす上で

不可欠な要素である。急速にエネルギー需要を増大させている

新興経済国にとって、効率改善のチャンスを生かすことは特に

重要となる。例えば 2030 年のインドにおいて必要とされるエネ

ルギー量は、エネルギー効率が高いシナリオに比べ、低いシナ

リオでは 40％も多くなる 92。

世界規模で見ると、2035 年のエネルギーサービスを提供するの

に必要なエネルギー量は、現在の OECD 諸国の使用エネルギー

量によって変動し、効率性の高い道筋か低い道筋のどちらを選

択するかによる 93。さらに建物や乗り物、産業には、大規模な

効率化の余地がある。しかしエネルギーの効率化は、効果のな

いエネルギー価格設定や政策の歪み、意識の欠如、住宅など主

要市場における不十分な動機付け、また主要産業におけるエネ

ルギー効率改善の低い優先順位付け、といった複数の要素が絡

み合って阻害されている。そのためグローバル委員会は、各国

出典：IEA, 2013.97
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2012年の新興国と途上国における化石燃料補助金
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政府がエネルギー需要を管理する施策を特定し、それらを活用

するための、国別ロードマップを策定することを提言する。こ

れには、具体的な目標と部門別の状況を含め、またエネルギー

生産性の高い経済活動や省エネ型の最終使用の展開を妨げる障

害に対処する政策措置も含めるべきである。

4. 変化の経済学

世界は急激に変化している。新興市場や途上国による生産シェ

アは急増しており、世界人口は増加し、急激に拡大する都市へ

と移動している。また、エネルギーシステムは構築と再構築を

繰り返している。同時に、危険な気候変動のリスクも増大して

いる。

経済成長と気候変動対策には短中期的なトレードオフが存在す

ると捉えられているが、これは多くの場合、経済が固定的で変

化がなく、完全に効率的であるという（多くのモデル評価に組

み込まれた）誤解に基づくものだ。このような事実に反するこ

とから経済を引き離すような改革や政策には、トレードオフか

費用が発生するため、どんな気候政策にも大きな短中期的コス

トが伴うと捉えられている。

しかし実際には、資源の非効率な配分や成長の阻害、過剰な

GHG 排出につながる市場の失敗や硬直性を改善できる改革の好

機はたくさんある。大気環境改善による健康への潜在的メリッ

トといった GHG を削減する措置の複合的な便益が考慮されれ

ば、正味費用と認識されているものの多くは削減または排除で

きる。

4.1 「より良い成長」と「より良い気候」の枠組み

本章では、主要な面で生活の質を向上させる「より良い成長」

を達成すると同時に「より良い気候」（GHG 削減）を達成する

ために設計された枠組みを提示する。より良い成長には、所得、

健康改善、生活しやすい都市、レジリエンス、貧困削減、イノベー

ションの加速化が含まれる。 この枠組みの背景には、経済が固

定的なものではなく、むしろダイナミックで常に変化している

という認識がある。以下が、4 つの主な構成要素となる。

・ 経済パフォーマンスを阻害し気候リスクを高めるような市

場の欠陥に対応する短期的好機

・  国別の文脈での投資、成長、構造変化

・  政治経済的な課題や所得分配の問題等、移行管理における

柔軟なアプローチ

・ 経済の意思決定を改善し、優れた政策の選択につながるよ

うな新しい指標やモデルツールの開発と展開

この枠組みがどのように適用されるかは、所得レベルや経済構

造によって国毎に異なる。例えば、韓国では産業政策を用いて

生産的で新しい低炭素産業を促進した。ベトナムでは税制改革

を実施し、燃料や化学薬品といった汚染につながる製品やサー

ビスの税率に環境被害を反映させた。中国は 5 カ年計画に成長

と低炭素目標を盛り込み、第 13 計画（2016 ～ 2020）では、こ

の変化をより強化する可能性が高い。

グローバル委員会は、国、地方自治体、企業、投資家、金融機関、

市民団体が、それぞれの経済戦略と意思決定プロセスに、この

変化のための枠組みと気候リスクを組み込むことを提言する。

これには、本報告書で詳細に説明されるように、経済ビジネス

モデル、政策および事業評価手法、業績指標、リスク分析およ

び報告要件といった、意思決定ツールや方策が含まれる。以下に、

本章で論じられる枠組みの主な側面をいくつか紹介する。

4.2 市場の失敗に対応する政策と強固な制度

変化を切り盛りし、成長の好機を実現に結びつけるためには、

期待値を揃え、投資家を導き、イノベーションを促し、炭素集

約型のインフラや行動へのロックイン（固定化）を避けるため、

明確かつ信頼できる政策が必要となる。変化を管理するには、

明確で信頼できる政策を作る強い制度も必要だ。制度の弱さや

政策の不確実性が、変化にかかる費用を押し上げ、移行を遅ら

せることになる。

政策改革には、様々な市場の失敗への取り組みが含まれる。特

に多くの国で価格が付いていない GHG 排出に関連する方策に加

え、地域の大気汚染、交通渋滞、エネルギー効率、研究開発の

分野も含まれる。またエネルギー・水・土地資源の無駄遣いを

補助する政策の歪みも複数ある。これらは経済効率の悪化、成

長の停滞、財政赤字や環境への悪影響といった結果をもたらす。

そのため、政治経済上難しく簡単なことではないが、このよう

な市場の歪みへの対応を優先する必要がある。強いリーダーシッ

プと明確かつ信頼できる政策により、政治的障害を乗り越える

ことは可能だ。

資源の非効率な配分や成長の阻害、
過剰なGHG排出につながる

市場の失敗や硬直を
改善できる改革の機会はたくさんある。
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経済原理を考えれば、価格改革以外にも施策が必要であること

が分かる。多くの国では、エネルギーまたは燃料効率の性能基

準を上手に交通・建物・電気製品業界に導入することで、最終

消費者の価格に対する反応の弱さを克服している。自動車部門

における既存の燃費基準によって、今後 10 年間で燃費効率が

50％高められると期待されている。政府や企業もまた、ピア（仲

間内の）情報システムを使用して家庭の無駄なエネルギー消費

の削減を促す（例えば家庭のエネルギー消費量を隣人と比較し

て提示する）など、最終消費者の行動を変える方法に関して知

見を集めつつある。さらには、特に電力部門において、政府が

顧客のエネルギー効率化を支援する電気供給者を報いることを

試みるなど、規制のインセンティブの形にも変化が見られる。 

しかし、より強い経済の柔軟性を引き出すという意味で、改革

をさらに前進させる必要がある。これは、国が費用対効果の高

い方法で低炭素型成長モデルへの移行を実施しようとする場合、

必須となる。労働市場の改善や資本市場、競争、教育とイノベー

ション政策のすべてが、この柔軟な経済モデルの構築に役立ち、

生産性が高く低炭素な活動へと資源の移行を早めることができ

る。資源を最も生産性の高い場所に流すには、価格に生産費用

の全てが適切に反映された競争力のある市場が不可欠となる。 

また更なる政策協調によって効率性を改善し、変化のスピード

を速めることができる。2014 年 5 月、各国の財務・経済大臣が

OECD と IEA に対して、低炭素移行を可能にするために政策の

足並みを如何に揃えるべきか提言を求めた。この論点は、New 

Climate Economy 報告書の重要なフォローアップ事項となるだ

ろう。

低炭素への移行には、より良い指標やモデルも必要となる。「測

れないものは管理できない」としばしば言われるが、予測でき

ない事柄の潜在的影響を評価することはできない。

グローバル委員会は、各国政府が OECD や世界銀行、IMF といっ

た公的国際機関から技術支援を受け、自然・社会資本が抱える

潜在的な気候リスクと、気候変動対策の費用効果に関して、よ

り包括的で信頼度の高い分析を行うことができる指標やモデル

の導入を加速させることを提言する。 

4.3 変化への抵抗と障壁への対応

現実には、政府は、炭素への価格付けのような、成長や気候リ

スクの低減に最も費用対効果が高く効率的な政策の実施に苦慮

している。これは部分的には、化石燃料に根差す経済の強力な

既得権益、また競争力や政策の家庭への悪影響への懸念といっ

た、政治経済的な圧力に起因している。

まずは、本質的にマイナスの炭素価格となっている化石燃料補

助金の根拠の再評価から始めると良い。例えば経済協力開発機

構（OECD）は、加盟国における化石燃料の生産と消費への支援は、

主に消費優遇税制という措置で行われており、2005 ～ 2011 年

の間で年間 550 ～ 900 億米ドルであったと推定している 94。ま

た国際エネルギー機関（IEA）は、新興国における 2012 年の化

石燃料補助金は、約 5,400 億米ドルであったと推定している 95。

これらの大部分は、化石燃料の純輸出国でエネルギー消費へと

充当された（図 11） 96。

これらの補助金には多くの費用が伴うため、政府は補助金の廃

止によって恩恵を受けることができる。同じ社会的目標を達成

するための、より効率的な方法も存在する。グローバル委員会

は、政府が化石燃料と農業投入財への補助金を段階的に廃止す

るための、包括的な計画を策定することを提言する。それには、

透明性やコミュニケーションの向上、貧困層と影響を受ける労

働者への支援も含むべきである。

炭素価格（通常、税金やキャップ・アンド・トレード制度を通

じて課される）は、温室効果ガスに関する市場の失敗に正面か

ら取り組むものだ。これらは「経済の悪者」に課税し、政府の

歳入を増やす。この歳入の賢い再利用により、炭素価格は短期

的には比較的中立となり、中長期的には資源を再配分するため

に効果的なシグナルを送ることができるという利点がある。歳

入の一部は、低所得世帯への影響を相殺するために優先して使

われるべきだろう。最近の世界銀行の報告によると、約 40 の国

と 20 以上の地方自治体が、炭素税や排出量取引制度（ETS）を

介して炭素の価格付けを行っているもしくは予定している。さ

らに 26 の国または地方自治体が、炭素の価格付けを検討してい

る。これらを合わせると、全世界の排出量の約 12％がカバーさ

れる 98。

変化を切り盛りし、
成長の好機を実現に結びつけるためには、

明確かつ信頼できる政策が必要である。

グローバル委員会は、各国政府が財政改革戦略の一環として、

強固で安定的かつ上昇するような炭素価格を導入すること、そ

してその際、低所得世帯への影響を相殺させるため、または他

の歪みのある税からの歳入減を手当てする資金として、その歳

入を優先して使用することを提言する。成功する炭素価格制度

は、多くの場合、低い価格から始め、明確で予測可能な価格上

昇の道筋を辿っている。これにより、明確な政策シグナルを送

りつつ、産業や家庭にはこれに適応し、GHG 排出を削減するた

めの技術や習慣に投資するための時間を与えることができる。
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そのため、多くの国は現実的な「次善の」策を実施している。

政府はまた、全体的な福祉を向上させるには、政策や制度の適

切な組み合わせを見いだすため、段階的なアプローチを取るこ

とが賢明だと考えるかもしれない。グローバル委員会は、政府

が今後 5 〜 10 年の間に手始めの政策を導入し、その後できるだ

け速やかにその野心度と効率を向上させることを提言する。実

施される政策パッケージには、どの国であっても、その国特有

の事情を反映させる必要がある。政府は、最も適した政策設計

に向けて継続的に移行を実施するため、政策の有効性と効率性

を見直すような規定を作ることができる。

各国はまた、移行の社会経済費用を認識し対処する必要がある。

特定の集団に影響を与える具体的な費用やトレードオフ、便益

を慎重に分析する必要がある。また、労働者や企業が抱える費

用やトレードオフを減らすには、それ専用で透明性のある施策

が必要になるだろう。これは、上述した低所得世帯への対策を

実施するだけではなく、変化によって生活に影響が出る労働者

が適切に対応できるように保証することを意味する。

5. 資金調達

高炭素型から低炭素型経済への移行には、莫大な投資が必要と

なる。企業や地主、農家および家庭は、効率改善のための投資

を行う必要がある。エネルギー生産者は、低炭素な発電方法に

切り替える必要がある。政府は、インフラの生産性を拡大、強

化し、民間資金の流れを規制やインセンティブ、共同投資やリ

スク分担手段、その他の政策措置を用いて変える必要がある。

投資が上手に実施された場合、
2030年までの低炭素移行における
インフラ投資需要の正味増分は、

全体で4.1兆米ドルのみに
抑えることが可能だ。

低炭素インフラに必要な投資の多くは、効果的な政策や規制、

市場シグナルといった助けを借りて、既存の構造と仕組みを活

用して実施することが可能だ。しかし、特に電力部門における

低炭素移行のように、効率的な財政構造を作り融資を引きつけ

るのが困難な投資分野もあり、特別な政策が必要となる場合も

ある。

そもそも世界経済は、気候変動対策以前に、人口と中産階級が

増大するのに合わせてインフラに多額の投資をする必要がある。

それは 2030 年までに、都市、土地利用、エネルギーシステム

全体で推定 89 兆米ドルの投資額となる 99。高い確率で地球温暖

化を 2℃未満の上昇に留めるには、これらの投資の大部分を再

配分する必要がある。例えば建物、産業、交通のエネルギー効

率を向上させるには、グローバル委員会の分析が示す通り、追

加で 8.8 兆米ドルの増分投資が必要となるかもしれない。再生

可能エネルギー、原子力や二酸化炭素回収貯留（CCS）を含む

低炭素技術を展開するには、さらに 4.7 兆米ドルが必要となる

可能性もある。ただし低炭素シナリオでは、他の分野における

節約も可能となる。例えば化石燃料を用いた発電所や化石燃料

のサプライチェーンでは 5.7 兆米ドルが節約でき、またよりコ

ンパクトで調整のとれた都市開発を行い、スプロール化を減ら

すことで最大 3.4 兆米ドル節約することができる（第一部の図 2

参照）。

これらの投資が上手に実施された場合、2030 年までの低炭素移

行におけるインフラ投資需要の正味増分は、全体で 4.1 兆米ド

ルに抑えることが可能だ 100。この場合、低炭素移行に必要なイ

ンフラ資本は、BAU シナリオに比べ 5％高くなるだけに留まり、

将来的な気候変動の影響や適応費用を抑えることができる。燃

料とインフラ費用削減の潜在的な相乗効果を前提とした、さら

に低い投資需要を示す研究もある 101。

既に官民で、低炭素への移行を融資するだけの十分な資本があ

る。先進国と途上国の両方で、新しい産業や市場構造が既に多

く出現している。しかし、現在の産業構造や財政構造は多くの

場合非効率的な資本配分をしており、リスクや報酬、地理的志

向が低炭素エネルギーへの効果的な移行と上手く連動していな

い。必要な資本を入手するには、炭素の価格付けや規制を含む、

適切かつ長期的な政策が必要になる。しかし現在の政策立案に

おける曖昧さ、矛盾、また予測可能性の欠如が、特に長期保有

資産に対して政府誘発による高い不確実性をもたらし、リスク

と資本コストを増大させている。政府が作り出す不確実性は、

雇用、投資、成長を阻害する。

5.1 低炭素エネルギーの資金調達費用を減らす政策

予測可能な規制制度は、安定した収入源の基盤を築く上で重要

である。これらが市場の予測をかたち作り、変化を加速し、低

炭素型経済への移行コストを下げることができる。曖昧で一貫

性のないシグナルは投資とイノベーションを抑制し、大きな潜

在利益を生み出す際の妨げとなる。例えば、最近の欧州の一部

の国における再生可能エネルギー政策の急激な変更は投資家へ

の大きな抑止力となり、特に敏感な問題である資金調達コスト

を大幅に増加させた。グローバル委員会は、政府が、できる限

り炭素や資源への価格付けや規制を用いて、明確かつ長期的な

政策シグナルを発信することを提言する。これにより、低炭素

型経済への投資が確実にビジネスとして理に叶うことを保障す

ることができる 102。
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出典：IEA, 2012；IEA, 2014；Platts and Rystadに基づいた CPIとNCEの分析109。

制度と金融仲介があれば、より不安定な化石燃料資産に比べて

低くなり得る。

多くの中所得国では、コストの低い公的資本を使えば、低炭素

エネルギーの資金調達コストを大幅に削減することができる。

そうしない場合は資金調達コストが高くなり、低い人件費や建

設費等の費用優位性がほぼ相殺されてしまう（例えばインドの

融資では、太陽光発電費用が 25％増加する）。

中国とブラジルは既に、再生可能エネルギーへの補助金や低コ

ストの資金調達といった様々な方法を用いている。世界の低炭

素投資の相当な割合を、国立の開発銀行や政府系ファンド、行

政指導のもとで実施される国の予算や国有企業（SOE）による

投資が占めており、国内市場では圧倒的な割合となっている。

例えば世界最大の開発銀行である中国開発銀行は、再生可能エ

低炭素エネルギーの融資費用を削減するような、重要な好機も

短期的に存在する。年金や保険資金に潤沢な制度資本がある高

所得国では、低炭素投資のための新たな受け皿が近年整備され

ている。これらには、いわゆる「イルドコ（YieldCos）」や自治

体ファイナンス、クラウドソーシングや「グリーンボンド」が

含まれる。正しく設計されれば、これらの手段によって低炭素

電力の調達コストが最大 20％削減できる 103。またこれらは、機

関投資家が非流動インフラ資産に直接投資し、流動性のより高

い、予測可能なインフレヘッジによるリターン（長期負債と似

たもの）を得るための方法にもなる。 

これらの投資手段は、規制制度の質、資産クラスを組み立て精

査するための明確な仕様と仲介者の存在、多様なポートフォリ

オの一部として扱えるかどうかといった投資家の能力などによ

るところがある。低炭素資産の本質的なリスクは、正しい規制

期間中の設備投資の償却 

営業費（発電所の燃料含まず） 座礁ガス資産 座礁電力資産

資金調達コスト 座礁石炭資産

-8
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-2

-1

0

財務費用への影響（兆米$）

負の数値は経済への純利益を意味する

化石燃料費の
減少

石炭鉱業
ガス生産
発電所

低炭素経費の
増加

化石燃料の
資金調達コスト

低炭素資金
調達コスト

座礁資産
（ガス、石炭、電力）

純利益

再生可能エネルギー
原子力送電
炭素回収

純償却額と
営業費用節減

図 12

低炭素技術への投資拡大は営業費および資金調達コストの削減で相殺される
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という利点が活かされる様に資金調達方法やエネルギーシステ

ムを設計できれば、さらに低い資本コストで低炭素インフラを

展開することも可能だ。本分析によると、電力部門でこの 2 つ

の要素を併せれば、石炭から再生可能エネルギーへの切り替え

に必要な追加設備投資を相殺することができる（図 12 参照）。

財政面全体を考慮すると、電力部門における低炭素移行への投

資は、2015 ～ 2035 年の間で運営費の節約分も含め、最大 1.8

兆米ドルの純利益をもたらすと予測されている 110。ここでは、

「BAU」から 2℃シナリオへ移行する際の投資影響を全て考慮し

ており、化石燃料資産価値の下落、または「座礁（stranding）」

することも含んでいる 111。

明確な政策シグナルは、座礁リスクがある化石燃料への新規投

資を中止させることで、座礁資産リスクを低減させることがで

きる。とりわけ、石炭部門への投資による座礁ポテンシャルは、

石油やガスに比べて少ない。これは、石炭は CO2 排出 1 トン当

たりの経済価値が石油やガスに比べ小さく、また石炭火力発電

所を含め、石炭の生産においても比較的埋没投資が少ないこと

による。今後 20 年の間に石炭の使用を減少させることで、エネ

ルギー部門で必要とされる排出削減の 80％を座礁資産潜在コス

ト全体のわずか 12％で達成することができる。気候政策におい

て石炭が着目される所以である。

グローバル委員会は、政府が座礁資産の影響を考慮し、それを

最小限に抑えるような移行の準備を進めることを提言する。本

報告書の調査結果からは、座礁資産リスクを低減するには主に

3 つの行動が重要となる。第一に、政府は投資家が高炭素資産

への投資が高リスクであることを理解できるように、強固で安

定した炭素の価格付け等を通して、将来の経済の方向性を示す

明確なシグナルを送る必要がある。第二に、電力部門での石炭

使用の拡大を制限することが重要である。CCS への大規模な投

資が行われないのであれば、先進国は既存の石炭火力発電所を

老朽化と共に撤廃し、新たな建設は一切避けるべきである。途

上国では、限られた範囲内で石炭火力発電所を新たに建設する

必要があるかもしれないが、それはよりクリーンな代替案の採

算が合わない場合にのみ限る必要がある。第三に、政府は石炭、

石油、ガスのバリューチェーン全体を通しての座礁資産リスク

を分析し、必要な危機管理計画や多角化計画を立案し始める必

要がある。

6. イノベーション

イノベーションは経済成長の要である。イノベーションの傾向

が、生産性と新製品開発の長期利得を決定づける。また、イノベー

ションにより、地球の限りある資源の下で経済成長を続けるこ

とが可能となる。イノベーションの重要性は本書を通して繰り

ネルギー事業に 800 億米ドル以上を供与している 104。2012 年

6 月時点で、中国国内の風力発電事業の 87％および太陽光発電

事業の 68％が、SOE とその子会社によって建造、所有されてい

る 105。一方ブラジルでは、国立の開発銀行（BNDES）がインフ

ラ事業への融資用に別の長期金利を設定している。BNDES は、

これまでに約 500 億米ドルの融資を低炭素エネルギー事業に約

束している 106。低い資金調達コストが、再生可能エネルギーコ

ストを大幅に削減しているのだ。例えばブラジルの最近のオー

クションでは、風力発電の平均価格は 58 米ドル /MWh であっ

た 107。

低所得国にとっては、例え今日、石油や天然資源を輸出する国

であっても、低炭素・高炭素に関わらず、エネルギー投資への

資金調達は未だ大きな課題である。この種の投資への長期的な

国内および国際的な民間資本の欠如を考慮すると、多国間銀行

や開発金融機関が今後インフラ融資において、中心的な役割を

果たし続けるだろう。ただし他の融資にも多くの需要があるこ

とを考えると、低炭素エネルギーへの追加資本コストは、多国

間銀行にとっての課題にもなる。幸いにも、新たな取り組みや

資金調達手段・プログラム、低所得国でのエネルギー供給に専

念する特別目的基金や制度が急増している。これらには、証券

化されたマイクロファイナンスや、携帯電話で使用されるプリ

ペイドカードのような小規模な手法も含まれる。

グローバル委員会は、規制当局と投資家が協同で、低炭素資産

の特性に合った金融取りきめや産業構造を構築することを提言

する。例えば、イルドコ（YieldCos）、国・地域・地方自治体に

よる直接融資やクラウドソーシングのように、低炭素インフラ

への直接アクセスを投資家に提供する商業投資手段の開発など

がある。中所得国では、国の開発銀行やインフラ銀行が融資費

用を低減させる重要な役割を果たすことができる。 

低所得国では、多国間や二国間の開発銀行からの支援は、エネ

ルギーシステムやインフラにとって重要な資金源である。また、

低炭素エネルギーの成長促進を目的とした各国主導による国内

政策・規制の改革を支援できるように、開発協力を強化させる

必要がある。グローバル委員会は、開発銀行が、自らの投資が

一貫して低炭素移行に向けたものになっているかどうか、高炭

素プロジェクトの段階的廃止を含む、政策の見直しを行うこと

を提言する。

5.2 新たな価値の創造と座礁資産リスクの低減

より広い財政的視点から見れば、グローバル経済は低炭素エネ

ルギーへの移行によって価値を生み出す事ができる。低炭素イ

ンフラは化石燃料資産に比べて運営費が大幅に小さく、平均寿

命も長い 108。低炭素エネルギーに本質的に備わる「低リスク」
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出典：欧州風力エネルギー協会の情報を編集。

持つ。特に、材料科学やデジタル化、それに関連したビジネス

モデルのイノベーションは、産業全体を再形成しており、発展

のより非効率な汚染段階をリープ・フロッグ（蛙とび）する機

会を創出するなど、すでに影響を与えている。

ここ 10 年の間に、改良された新素材が風力や太陽光エネルギー

のコストを押し下げ、性能を向上させている（図 13 参照）。米

国では 2010 ～ 2013 年に新たに追加された発電容量の 30％以上

に太陽光か風力エネルギーが含まれており、2000 ～ 2003 年の

2％未満から拡大している 113。また、素材の進歩は発光ダイオー

ド（LED）の急速な出現など、照明や電化製品の効率に大きな

改善をもたらした。これらは、建物外面のエネルギー効率を向

上させる幅広い技術を利用可能とし 114、自動車の燃料効率の継

続的な改善も可能にしている 115。そして、素材の進歩はエネル

ギー貯蔵および炭素の回収、使用、貯留の改善にも重要である。

デジタル技術もまた、経済全体で資本集約度やエネルギー強度

返し登場するテーマであり、世界のエネルギーシステム、農業、

都市を変革することが不可欠となる。イノベーションはまた、

投資戦略や効果的な市場規制から気候政策に至るまで、本書で

議論されるいくつかの要素によって影響を受け、形づくられる。 

経済協力開発機構（OECD）は、既存の傾向が続いた場合、世界

人口が 2010 年の 70 億人から 2050 年の 90 億人へと増加する中、

一人当たり消費量は年間 6,600 米ドルから 19,700 米ドルへと 3

倍以上となり、グローバル GDP は 4 倍近くになるため、必要な

エネルギー量はさらに 80％増えると予測している 112。革新的な

ビジネスモデルや製品、生産手段がなければ、この規模の成長

を維持することはできない。

6.1 低炭素経済に向けた斬新なイノベーション

イノベーションの基本的動向のいくつかは、低炭素かつ省資源、

強靭な経済に向けて、力強い成長を促す大きなポテンシャルを

図 13
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を低減する新たなビジネスモデルを通して、イノベーションを

牽引している。例えばクラウドコンピューティングは効率性を

高め、企業の経費やエネルギー使用、それに関連する排出量を

削減することができる。グーグルの LatLong プロジェクトが示

すように、デジタル衛星データとクラウドコンピューティング

の組み合わせにより、地域社会が気候変動の影響を理解し、ま

た備えることを支援することもできる 116。

デジタル技術はさらに、個人レベルの行動を変化させている。

デジタル技術はカーシェアやライドシェアの制度発達を促し、

公共交通では乗客を案内し、ドライバーによる渋滞回避や、迅

速に駐車場を見つける手助けとなっている。家庭では、豊富な

データシステムが、室温や照明の管理をより確実に行うように

なっている。これらの技術は、急速に拡大する可能性があり、

中国ではすでに約 2.5 億個のスマートメーターが設置されてい

る 117。

また、オープン・イノベーションによる技術の進歩と新たなビ

ジネスモデルを組み合わせることができれば、大きな好機が生

まれる場合がある。例えばテスラ・モーターズは、サプライヤー

提携、R&D 提携や相手先ブランド製造（OEM）との提携を活用

することで商品を開発し、これを営業とマーケティングの革新

的ビジネスモデルと組み合わせた。その結果、同社の時価総額

は 2010 年の 20 億米ドルから 2013 年には 260 億米ドルに増加

している。

これら 2 つの具体例は、いかにイノベーションが業界を再構築

し、新たな気候経済への移行を推進できるかを示している。 

6.2 「循環型経済」の可能性

サプライチェーンは通常、原材料の抽出から製造、使用、そし

て最終的には廃棄へと、ひとつの方向へ移動する。この線形モ

デルの結果、埋め立て地はまだ使用可能な製品や部品によって

埋め尽くされ、資源の無駄使いや潜在的な収益減の象徴となっ

ている。現在、多くの企業はこの線形モデルの代わりとなるも

のに目を向けており、可能な限りリサイクル、再利用、再製造

に務めている。素材関連のイノベーションは「循環型経済」の

要であり、新しい素材技術は、使用済み素材から新しい素材へ

のより優れた転換により、移行を促進することができる。同様

にデジタル技術は、市場を作り出し、中古品と潜在的な再利用・

再加工市場とをマッチングさせる手助けとなっている。 

循環型経済の顕著な例として、Cat Reman が挙げられる。世界

15 カ国に 68 の工場を持ち、8,000 人を雇用するアメリカの機械

メーカー Caterpillar の再製造部門である。Caterpillar のコスト

の約 3 分の 2 は材料費が占める。Cat Reman を通じて、耐用年

数を経た製品（「コア（core）」）を分解し、部品を全て洗浄し、

再利用できるもの全てを回収する。これにより企業の利益幅を

上げ、「新品同様」の製品を新品に比べればわずかな費用で顧客

に提供でき、その過程で廃棄物や GHG の排出を削減することが

できる。

中古品を復元し再販するビジネスは急速に拡大している。米

国が世界最大の再製造国であり、国内の再製造産業は 2009 ～

2011 年の間に 15％成長し、少なくとも 430 億米ドルの産業と

なり 18 万人のフルタイム雇用を支えている 118。世界中の経済

が循環型モデルへ移行できれば、2025 年までに年間 1 兆米ドル

以上を創出し、GHG 排出を削減しながら今後 5 年間に 10 万人

の新たな雇用が創出可能であると推定されている 119。

しかし、これらの恩恵を受けるには、分野横断的に強化された

協業や調整といった新たなビジネス手法が必要になる。循環型

経済モデルへの移行には、新しいスキルや制度、またラべリン

グの改善から再生部品を含む商品への消費減税まで、規制の変

更が必要となる。例えば、廃棄物や使用済み製品に関する規制

がより高い価値を持つ再利用を禁じてしまうなど、既存の法規

制が障害になる可能性がある。同時に、リサイクルや再製造へ

の取り組みが、安全な業務慣例や環境保護を保障する政策に裏

打ちされることが重要である。

ここ10年の間に、
改良された新素材が

風力や太陽光エネルギーの
コストを押し下げ、

性能を向上させている。

6.3 建物と原材料をより持続可能に

建物は世界のエネルギーの 32％を消費し、エネルギー関連の

GHG 排出量の 19％を占める一方 120、建設業界は世界の廃棄物

の 30 ～ 40％を創出している 121。この部門はまた、今後数十

年で大幅に成長すると予想されている。しかし建物のバリュー

チェーンは、様々な方策によってエネルギー効率を向上させ、

GHG による影響を低減し、経済価値を創造する大きなポテン

シャルを持つ。これらには、例えば建物のエネルギー消費を抑

える新製品、モジュール工法と準備組立、改良建築資材、セメ

ントと鉄鋼のプロセス効率、循環型ビジネスモデル、更には持

続可能な建築設計がある。

モジュール工法と準備組立戦略は、既に施工時間を減らし原材

料使用量も大幅に削減している。例えば中国の Broad Group は
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新技術への市場の需要を高める： 価格設定メカニズム、規制基

準、または直接調達を通じて実施する。低炭素イノベーション

への需要を生み出す最も一般的な方法は、価格設定メカニズム

（例：炭素への価格付けや化石燃料税）や大規模な導入を促すた

めに使われる規制基準（例：エネルギー効率基準）である。需

要を促すためには、時として、悪規制や障壁を取り除かねばな

らない。それには、資本集約財の共同利用を阻害するような規

制や、配電市場のように高度にネットワーク化されたシステム

への参入を阻害する規制がある。イノベーションは世界の最貧

困層の需要を満たすために特に重要であり 126、各国の政策を補

完するための国際協力が重要といえる 127。また、公的調達も重

要な役割を果たしうる。例えば米国では、大規模な軍事調達の

契約見込みがあったことで、半導体のイノベーションにつながっ

た。グローバル委員会は、市場誘導によって新技術の進歩が可

能となるように（マーケット・プル）、各国がこれらの分野で幅

広く取り組むことを提言する。

強力で公正な競争を保証する：これを独占禁止かつ知的財産を

保護する制度を通して実施し、イノベーションの価値を守り、

その普及を促す。大規模な民間投資を呼び込むには、低炭素技

術の成功が高い報酬を得られるようにする必要があるが、それ

は、明確かつ強固な知的財産権制度によってのみ可能となる 128。

ただ知的財産権の保護は、コストを増やし、アクセスを制限し、

また制度面の能力に乏しい国を不利な立場に追いやるなど、環

境技術の普及に障壁を設けてしまう場合もある。グローバル委

員会は、政府、企業、多国間機関が知的財産の保護と共有のた

めの強固な制度を作り、同時に貧困国による低炭素イノベーショ

ンへのアクセス・適応・導入を支援することを提言する。

知的財産権が貧困国による技術利用の機会を制限する点は、特

に懸念される。これには、パテントプールが解決策になりうる。

類似する技術の所有者が連携し、共通または補完的な技術を集

め、時にクロスライセンス契約を結んでいる。最貧国には、能

力開発や技術の適応・導入のための国際支援も必要になる。コ

ストの問題への対応は、地球環境ファシリティーやグリーン気

候基金と共に仕組みを設けることが考えられる。

低炭素イノベーションを促す政策手段に、唯一の「正解」はない。

実際には、いくつもの市場の失敗に対処し、大きなイノベーショ

ンの収益構造を創りだし、イノベーション・プロセス（発明か

ら普及まで）の異なる時点で支援を行うなど、幅広い政策介入

が必要となる。効果的な介入を行うには、一貫したイノベーショ

ン戦略と優先付け、そして安定した資金が必要である 129。政策

面では、結果を評価し、目標コストや達成目標を設定し、コス

トの経時変化にもダイナミックに対応するようなものが特に有

効であることが証明されている。 時に、政府はイノベーション

のポテンシャルがあり、将来的に大きな見返りにつながるよう

最近、モジュール工法を用いてわずか 15 日間で耐震性のある

30 階建てのホテルを建設し、一部において 96％リサイクルされ

た鉄鋼を使用することに成功した 122。工場で部品を事前に組み

立てることで、建築業者は建設中の資源利用を最適化すること

ができ、製造工場に似た効率性を達成することができる。

しかし、建設業界は変化が遅い。これは複雑な建設プロセスに

一部起因している。建物のエネルギー強度は、さまざまな時点

で異なる関係者による判断で決まり、そのプロセスには、通常

省エネの恩恵を受ける対象者が入っていないため、バラバラの

動機に左右される。ついには、実績や結果ではなく慣行による

規格や規制に依存しがちなことも、この業界でイノベーション

を推奨することなくむしろ遅らせる要因となっている 123。 

6.4 低炭素移行を支えるイノベーションの促進

イノベーションが低炭素経済への移行を加速する可能性は計り

知れないが、大きな課題もある。多くの場合、発明の価値をそ

れが生み出される過程で保護することは困難で、その結果ある

程度までは広く公開されることになる。一方でイノベーション

の普及は、様々な市場の失敗によって阻害される。例えば、環

境破壊に正確に価格が付いていないことや、試行前の新技術を

最初に導入するインセンティブが乏しいこと、電気自動車など

のイノベーションに不可欠なネットワーク経済の実現が困難な

ことが挙げられる。

既存産業に有利に働く規制等の参入障壁も、新しい技術を阻害

する。既存産業は強力で、投下資本（埋没費用）や成熟技術、

時代遅れの政策枠組みの組み合わせが、新たな技術やビジネス

モデルの採用を遅らせる。このような市場の失敗に対処し是正

するための措置が、経済政策の重要な構成要素となるべきだろ

う。政策介入の可能性は、以下の 3 つに大きく分類される：

研究開発（R&D）支援：これには、市場の需要との強い結びつ

きを保証するための、公的資金による R&D や、公的 R&D と民

間セクターとを繋ぐための支援が含まれる。経済学者ウィリア

ム・ノードハウスは、研究開発の投資利益率はわずか 6 ～ 15％

程度であるのに対し、社会的投資利益率は 30 ～ 70％パーセン

トまで上昇し得ると指摘する 124。しかし、エネルギー部門の公

的 R ＆ D は、大気汚染やエネルギー安全保障、気候変動への懸

念が強まっている状況にも関わらず、実質ベースで 1970 年代後

半の半分しか実施されていない。クリーン技術が作り出す知見

には、ロボット工学や IT、またナノテクノロジーと同等の特に

高い波及便益があることが示されており、ここへの投資拡大が

必要である 125。グローバル委員会は、主要経済国が 2020 年代

半ばまでにエネルギー関連の公的 R&D を少なくとも 3 倍にし、

年間 1,000 億米ドルを大幅に超えて増やすことを提言する。
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な低炭素技術に対して、的を絞った投資を行いたいだろう 130。

その例として、エネルギーの貯蔵、二酸化炭素の回収・使用・貯留、

そして先進のバイオエネルギーの 3 つがあるが、他にも大変革

をもたらすポテンシャルのある「ゲームチェンジャー」はたく

さん存在するだろう。

7. 国際協力  

過去 25 年間、グローバル化は低炭素型および高炭素型成長の両

方の主な推進力となってきた。国際的な貿易と投資は世界的な

生産拡大を可能にし、GHG の排出量を増加させたが、同時に低

炭素経済を前進させる手助けもしてきた。例えば太陽光発電や

風力発電部品といった製品のサプライチェーンのグローバル統

合が進むことで、コストは大幅に減っている 131。

低炭素経済は今やグローバルな現象である。環境製品やサービ

スの国際貿易額は、合計で年間約 1 兆米ドル、貿易全体の約 5％

である 132。低炭素とエネルギー効率の高い技術の貿易額だけで、

2020 年までには現在の 3 倍となる 2.2 兆米ドルに達すると予想

されている 133。この市場の 5 分の 2 は新興国と途上国で生まれ

ると予想され 134、サプライヤーは世界中から集まってくる。太

陽光発電部門だけでも、中国とアメリカは毎年 65 億米ドルの貿

易を行っている 135。

低炭素イノベーションを
促す政策手段に、

唯一の「正解」はない。

しかし、それ以上に大きな可能性がある。本章では、世界経済

の変革を支える国際協力の役割に焦点を当てる。低炭素で気候

変動に強い成長のための政策のほとんどは、国や地方レベルで

決定されるが、国際協力の主な 5 つの方法によってそれを強化

することができる。それらは、気候変動に関する新たな国際合意、

国際気候資金の増加、貿易協定の改善、部門レベルでの自主的

な取り組み、そして世界経済のルールや規範の変更である。 

7.1 気候変動に関する新たな国際合意 

気候変動に関する新たな法的合意は、地球温暖化を 2℃以内に抑

えるために必要となる低炭素で気候変動に強い成長へと、投資

とイノベーションを駆り立てるために不可欠である。ひとつの

国際合意が各国に気候変動対策を強制できるわけはなく、それ

ぞれ自国の意志で行動を起こすことになる。これは、新たな国

際合意に関して「国連気候変動枠組条約（UNFCCC）」で現在行

われている交渉の場でも認識されており、「国別目標（nationally 

determined contributions）」という土台の上に成立している 136。

しかし、国際合意によってルールや約束の国際枠組みが作られ

るため、思い切った行動が取りやすくなる。

各国は、すべての国が各々応分の貢献をしていると確信を持つ

必要があるため、新たな合意は公平であることが重要である。

今日、大気中にある GHG の大部分は先進国によって放出されて

きた 137。しかし、途上国からの排出量は、急成長する上位中所

得国が多く排出することで高所得国を超え、またその割合は増

加している 138。そのため、危険な気候変動を回避するためには

途上国からの排出を減速させることが不可欠だ。問題は、これ

をどう公正に行うかだ。なぜなら、これらの国では依然として

かなりの人口が貧しい生活を送り、当然の権利として、経済を

継続的に発展させたいと願っているからだ。その上これらほと

んどの国では、一人当たりの排出量は先進国に比べはるかに低

い 139。

これは、先進国がより早期により大幅な排出削減を行い、今世

紀半ばまでには、ほぼ完全な脱炭素化への道のりを歩む必要が

あることを意味する。先進国には、以下が求められる：優れた

政策は経済成長と気候リスクの低減を同時に促進できるという

事例の提示、新技術の開発や普及の支援、協同事業等を通して

のノウハウの共有、資本コストを低減するための資金源と金融

機関の強化、適応・緩和・能力構築のための途上国への気候資

金の提供。

すべての主要経済国が意欲的な国家目標や政策、法律を同じ時

間枠で整備することを保証できれば、新たな法的合意は低炭素

製品やサービスの市場規模を拡大し、それらが持続することへ

の信頼度を高めるだろう。そのため、新たな国際合意は、将来

の世界経済が進む低炭素の方向性について企業や投資家に明確

なシグナルを発信することで、影響力のあるマクロ経済政策手

段として機能する可能性を秘めている。

グローバル委員会は各国政府に対して、2015 年 12 月にパリで

開催される国連気候変動会議において、このようなシグナルを

発信する合意形成を行うことを提言する。以下の基本特性を合

意に含めれば、経済的影響力が強化されるだろう：

・  方向性を持つ明確な長期目標。グローバル委員会は、今世

紀後半までに正味の GHG 排出量をゼロ近くかそれ以下に

減らすべきという提案を支持する。 

・   各国が排出削減の約束を強化することができる、予測可能

で同時性を持つ 5 年周期。経済政策の明確な方向性を示す

ために、国際合意は、経済成長と気候行動計画を統合する

長期戦略を公表することを、全ての主要経済国に義務付け
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くともある程度は再生可能エネルギーに関わるものと推定され

ている 145。多くが、国や州が国内産業を支援するために活用す

る再生可能エネルギーへの補助金や「現地調達」要件に対して

懸念を持っている。また、太陽光パネルなどの低炭素輸出製品

への価格設定に関する争いも存在し、輸入関税強化の引き金に

なっている。こうした争いは価格を上昇させ、再生可能エネル

ギー導入の障害となっている。

新たな法的合意は
低炭素製品やサービスの

市場規模を拡大し、
それらが持続するという
信頼度を高めるだろう。

WTO 加盟国は、低炭素貿易の妨げとなる紛争を早期に解決する

ため、新たなルールに合意する必要がある。同時に、米国と欧

州間、またアジア太平洋地域における新たな地域貿易協定は、

新しい共通基準を通じて低炭素型成長を支え、また、イノベー

ションが低炭素型成長への移行を促す建設業や都市計画等の分

野で、貿易自由化を実現させるポテンシャルを持つ。 

7.4 自主的な協働イニシアティブ

政府、都市、企業、および／または市民団体による国際協力

イ ニ シ ア テ ィ ブ は、 特 定 の 分 野 や 部 門 で 気 候 変 動 対 策 を 促

進・支援するためにますます重要な役割を果たしている。こ

れらには例えば、気候変動対策を行う都市の連合体である C40

や ICLEI146、非効率な照明を段階的に廃止する en.lighten イニ

シアティブ 147、またクリーンな燃料と車両パートナーシップ

（Partnership for Clean Fuels and Vehicles）などがある。

注目すべき進展のひとつに、グローバル経済の中でも製品の大

半が国際的に取引されるため、GHG の排出管理が特に困難な

部門において、企業主導型のイニシアティブが表れているこ

とが挙げられる。例えば、消費財部門では、パッケージングの持

続可能性に関する世界プロトコル（Global Protocol on Packaging 

Sustainability）や、熱帯林同盟（Tropical Forest Alliance, TFA2020）

などがある 148。TFA2020 はパーム油、大豆、牛肉、紙、パルプ

の生産による森林破壊の削減に取り組む企業、政府、NGO の

パートナーシップだ。パーム油の場合、参加企業は総消費市場

の 15％を占める製品を提供しており、パーム油の世界貿易市場

の 50％を優に超えるため、市場全体を持続可能なものに変える

ことが可能と考えられている。 

グローバル委員会は、石油やガス、鉄鋼やセメント等他の主要

ることができる。 

・   気候リスクに対処するための各国のインセンティブと能力

の強化策、国別適応計画を通じた脆弱性の低減。

・  途上国に対する、公的資金と民間資金の大規模な導入によ

る、低炭素型で気候変動に強い開発戦略立案支援の約束。 

・  各国の約束の信憑性と透明性を確保するための、測定・報

告・検証に関する共通ルール。

7.2 増加する国際資金の流れ 

低炭素で気候変動に強い投資に向けた世界の資金の流れは、

2012 年に 3,590 億米ドルであったと推定される 140。このうちの

4 分の 1（840 億米ドル）は、国境を越えた国際的な投資である。

そのうちの 390 ～ 620 億米ドル（46 ～ 73％）は先進国（OECD

諸国）の資金源から途上国（非 OECD 諸国）へと流れ、この「南

北」の資金は公的資金源から調達されている 141。

途上国が気候リスクを低減し、低炭素型でより気候変動に強い

開発パスを歩むには、国際的な気候資金の流れを大きく増加さ

せる必要がある。先進国は、2020 年までに官民で年間 1,000 億

米ドルを拠出するという合意目標を達成するための道筋を示す

必要がある。

多国籍開発銀行、国別の開発銀行、二国間及び地域金融機関を

含む開発金融機関（DFI）は、2012 年に気候資金の約 3 分の 1（1,210

億米ドル）を支出するなど重要な役割を果たしている 142。これ

らの機関は、融資目標及び原則を打ち立て、低炭素型で気候変

動に強い開発に向けて国際資金を大規模に動員するため、バラ

ンスシートの規模を拡大する必要がある。さらに大きな民間資

本の流入を促すためには、民間投資家が直面するリスクを低減

するための公的資金や政策手段を設け、活用する取り組みが特

に必要である。贈与や譲許的ローンといったかたちでの直接公

的資金（森林破壊・劣化を防ぐための実績に基づく資金提供や

再生可能エネルギーの拡大支援を含む）は、気候変動への適応

と緩和のために重要であり続ける 143。

7.3 貿易協定の役割 

低炭素で環境配慮型の製品に対する関税は、製品コストを高

め、普及を遅らせる。このような関税を撤廃するための提案が、

環境製品の貿易量の 86％を占める国々によって世界貿易機関

（WTO）に出されている 144。同時にいくつかの国々は、熾烈な

競争下にある特定の低炭素製品に関連して、深刻な貿易摩擦に

巻き込まれている。2010 年以降の WTO 紛争の約 14％が、少な
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部門でも同様に、自主的な国際イニシアティブの実施が可能だ

と考える。重要な取り組みである、短寿命気候汚染物質削減の

ための気候と大気浄化の国際パートナーシップ（Climate and 

Clean Air Coalition to Reduce Short Lived Climate Pollutants, 

CCAC）149 は、既にメタンとハイドロフルオロカーボン（HFC）

の削減を促進している。モントリオール議定書の規定に従い、

また 2020 年までに HFC 生産を段階的に廃止することで、排出

削減（2050 年までに推定 2,000 億トン CO2e の回避）に低コス

トで貢献することができる 150。

7.5 世界経済のルールと規範を変える

低炭素型の成長と発展への長期的な移行を実施するには、さら

に体系的な転換も必要となる。全ての主要な経済主体（各国政

府、地方政府、民間および公的な企業や金融機関）は、気候リ

スク管理を経済やビジネス戦略の核として組み込む必要がある。

それぞれ独自で行うことも可能だが、運営上の規則や規範とし

て義務付けられれば、さらに多くが実施するようになるだろう。

世界経済では、こういった規則や規範は、次第に国際レベルで

決定されるようになってきている。 

重要な例として、企業による事業報告がある。近年、4,000 以上

のグローバル企業が、主要投資家の要望に応え、GHG 排出量を

報告している 151。ただし、こういった報告書は主流の財務報告

の一部ではなく、企業または投資家からも同じには扱われてい

ない。気候変動や気候政策によってどれくらいの資産や事業活

動、将来の利益が影響を受けるかについて、自社が抱える気候

リスクを体系的に報告する企業は少ない。しかしこれらは、ほ

とんどの主要企業が直面し、重要性が増す追加リスク要素とし

て認識される必要がある。また、リスクを抑え、回復力を高め

るような具体的な取り組みが必要とされている。

GHG 排出量と気候リスクに関する報告を、他の環境や社会影響

と共に財務報告に組み込み標準化する必要がある。それにより、

取締役会がさらに注意を払い、リスク管理の優先順位を上げる

きっかけとなるだろう。

これは同様に、資産ポートフォリオが気候リスク（気候政策や

化石燃料価格の変動による評価切り下げや「座礁」等）にさら

される投資家にも当てはまる。 ここ数年、多くの投資家がリス

クを認識するようになり、自らのポートフォリオの体系的かつ

統合的評価を実施している 152。証券取引所や金融規制当局は、

信認義務の一部としてポートフォリオの気候変動（およびさら

に広範な環境）リスク評価を行うことを投資家に求めることで、

世界経済全体で大きな行動変化を促すことができる。 

気候リスクの管理と低炭素型で気候変動に強い成長パスへの移

行は、今や世界経済の管理に関心を持つ国際経済団体の標準的

な課題になるはずだ。国際通貨基金（IMF）や経済協力開発機構

（OECD）、そして多国間開発銀行は、気候リスク評価やその低減

をそれぞれの調査プロセスや政策評価に反映すべきである。ま

たこれらの課題を G20 の通常議題とするべきである。経済成長

と気候リスクは 密接に関連する。経済協力を促す役割を担う組

織は、本書で議論されている課題や好機に深く関与していく必

要がある。
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グローバル委員会による 10 の主な提言は、二種類の政策措置に

分類される。提言 1 から 6 は、低炭素で気候変動に強い投資と

成長に必要な条件を定義する。提言 7 から 10 は、具体的に都市、

土地利用、エネルギーシステムにおいて、将来の成長を推進し

気候リスクを低減させるための変革の可能性をセクター別に示

している。 

グローバル委員会は、各国政府、地方自治体、企業、投資家、

金融機関、市民団体が以下を実施することを提案する。

1.  戦略的な経済の意思決定過程に気候変動対策と 
リスクという要素を組み入れ、低炭素への移行を
加速させる。

・ 全ての政府、主要企業、投資家、開発・商業・投資銀行、

国際機関、先進都市は、経済やビジネス戦略に気候変動の

リスクと好機の視点を組み込むべきである。

・ 気候変動や他の環境リスクを主な意思決定ツールや慣行に

組み込むべきである。そにれは、経済ビジネスモデル、政

策事業評価手法、実績指標、より長期の費用効果の現在価

値を推定する割引手法、リスクの測定基準やモデル、レジ

リエンス・テストや報告要件等がある。

・ WBCSD などの企業団体や政府の規制当局と共に取り組む

企業は、財務及び非財務実績に気候リスクとリスク低減戦

略の評価を含む、標準化された統合報告フレームワークを

採用するべきである。投資家および証券取引所は、こういっ

た情報の開示を企業に求める必要がある。

・ 投資家は、政府の金融規制当局と協力し、資産の炭素強度

に基づくリスクと、化石燃料関連資産の座礁リスクポテン

シャルに関する透明性を報告する手段を開発するべきであ

る。銀行は、取引上の環境や炭素リスク評価を更に実施す

る必要がある。

・ G20 の会合では、気候リスクの評価や低減を定例議題とし

て取り上げるべきである。国際通貨基金（IMF）や経済協

力開発機構（OECD）、国際開発銀行といった世界経済の運

営に関わる主な国際機関は、気候リスクの評価と低減を、

各自の調査プロセスや政策評価に反映するべきである。

2. 強力で持続的かつ公平な気候変動に関する国際
合意を締結し、国際投資や気候変動対策に必要
な信頼を生みだす。

・ 全ての国の政府は、国際合意の一部である共通だが差異あ

る責任を反映した、明確で意欲的な GHG 排出削減の中期

目標を設定するべきである。今世紀後半に年間の GHG 排

出量をほぼゼロもしくはそれ以下にする世界目標に合意す

るべきである。この合意には、各国の約束を定期的（例：

5 年周期）に強化する仕組みや、途上国に対する経済技術

支援、そして適応策を実施するという確固たる約束を含む

べきである。また、信頼性の観点から透明性を最大限確保

する必要がある。各国の現在の、そして変わりゆく状況を

反映し、公平性の原則が合意の基盤として認識される必要

がある。

・ 先進国は、2020 年までに官民で年間 1,000 億米ドルを拠出

するとしたコペンハーゲン合意を満たすための明確な計画

を示す必要がある。併せてより高い透明性と新しい財源の

特定も必要である（提言 5 を参照）。 

・  企業、都市、州、各国政府、国際機関、市民団体は、主要

商品やエネルギー集約型産業を含む主要部門で成長と気候

リスク管理を促し、ハイドロフルオロカーボン（HFC）を

段階的に廃止するために、共同イニシアティブを強化（必

要に応じて構築）し、国際合意を補完する必要がある。

3. 化石燃料と農業投入財への補助金、都市の 
スプロール化を助長するような政策を段階的に 
廃止する。

・  各国政府は、化石燃料や農業投入財への補助金を段階的に

廃止する総合計画を策定すべきである。これには、透明性

やコミュニケーションの強化、貧困世帯や影響を受ける労

働者への支援を含める必要がある。政府は、低所得世帯へ

の影響を軽減するための初期費用の調達方法や、補助金が

段階的に廃止される前もしくはその過程における支援の強

化策について、多国間および各国の開発銀行と共に革新的

なアプローチを模索する必要がある。

・  輸出信用機関は、石炭火力発電所の新設に関する優遇条件

を、超臨界圧もしくは更に効率的な技術に限定し、これら

優遇条件も最初は中所得国から、その後は低所得国におい

ても段階的に廃止していく計画に賛同するべきである（提

言 5 を参照）。

第三部： 世界行動計画
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府は、低炭素インフラへの支援モデルを、価格買い取り制

度といった価格補助から廉価な負債へと移行させる必要が

ある。これにより補助金総額を削減し、徐々にエネルギー

費用を減らし、場合によっては燃料を輸入する必要性も減

らすことができる。

・  政府は投資家グループと協力し、機関投資家のニーズに

沿った再生可能及び低炭素エネルギー投資のための、しっ

かりと規制された資産クラスや産業構造、融資モデルの開

発を支援するべきである。またこれらの投資を妨げる可能

性がある障壁を特定し、取り除く必要もある。

6.  低炭素で気候変動に対応する主要技術の 
イノベーションを拡大させ、起業家精神や創造性への 
障害を取り除く。

・  主要経済国の政府は、2020 年代半ばまでにエネルギー関

連の研究開発費を GDP の 0.1％を超えることを目標に、少

なくとも 3 倍にするべきである。加えて、全ての国がエネ

ルギー貯蔵や二酸化炭素の回収・使用・貯留等、大きな変

革をもたらす可能性のある技術の開発、実証、展開を支援

するために、連携の取れたプログラムを計画する必要があ

る。

・  政府は、特に炭素の価格付けや実績ベース（技術中立的）

の規格や基準、公共調達政策を通じて、新しい低炭素技術

のマーケットプル（市場の誘導）を強化する必要がある。 

・  政府は単独または協力して、特に「循環型経済」や資産シェ

アメカニズム、低炭素技術の取引における、新しいビジネ

スモデルの参入と拡大の障壁を減らすべきである。

・  国際農業研究協議グループ（CGIAR）や国連食糧農業機関

（FAO）等の国際機関、また新興国及び途上国の国立研究

機関と協働するドナーは、農業の生産性向上や気候変動に

強い作物の開発、また炭素隔離を目的として、農業やアグ

ロフォレストリーの研究開発への投資を倍増させる必要が

ある。

・  各国政府は、CGIAR の経験を基に協力し、途上国における

エネルギーアクセス「インキュベーター」の国際ネットワー

クを立ち上げるべきである。これにより、オフグリッド電

気、家庭の熱エネルギー、またマイクロ及びミニグリッド・

アプリケーションに関する官民の R&D が強化される。さ

らに、新たな分散型エネルギー技術に関するビジネスモデ

ルの開発を後押しするだろう。

・ 地域、都市、都市開発に関係する省庁は、都市の膨張化を

招くインセンティブを段階的に廃止するべきである。多国

間および各国の開発銀行は、インフラ支出を都市の膨張化

を招くプロジェクトではなく、よりコンパクトで協調の取

れた都市開発へと振り分けるべきである。

4.  優れた財政改革の一環として、強固で安定した 
炭素価格を設定する。

・  各国政府は、財政改革戦略の一環として、強固で安定的に

上昇する炭素価格を導入し、その収益を低所得世帯への影

響相殺や他の歪みをもたらす税の削減のために、優先的に

活用するべきである。 

・  世界の主要企業は、投資判断に「影」の炭素価格を織り込み、

政府が炭素の価格付けに関して安定的な制度を設けられる

ように支援するべきである。

・  炭素への価格付けを補完するため、規制や基準、その他の

手段を活用するべきである。これらは低い炭素価格を設け

るのが政治的に困難な国において、暗黙の炭素価格を設定

する際の助けとなる。その際、後に明示的な価格付けを導

入するための柔軟性を組み込むことが望ましい。

・  各国政府は、自国の気候変動法を制定し、国家計画を修正

し、国際的な気候変動協定に基づいた約束を果たすために

必要な制度を作り、政策のリスクと不確実性の低減を追求

するべきである（提言 2 を参照）。

5.  低炭素インフラ投資の資本コストを大幅に削減 
する。

・  援助国、多国間および各国の開発銀行は、融資および投資

の方針や慣行の全てを見直し、実行可能な代替案がなく明

確な根拠がある場合を除いて、都市・土地利用・エネルギー

システムにおける高炭素プロジェクトや戦略への資金提供

を段階的に廃止するべきである。 

・  政府、多国間および各国の開発銀行は、新規または既存の

金融機関に対して、低炭素で気候変動に強いインフラへの

資金提供を行い、目的達成に向けて民間資金を導入できる

ような適切なスキルや能力を提供するべきである。これに

は、誰もが近代的エネルギーサービスへアクセスできるよ

うにするための、分散型オフグリッドやミニグリッドの再

生可能エネルギーソリューションへの融資も含まれる。

・  高い金利環境下にあり急速な発展を遂げている国では、政
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7. コンパクトな都市を好ましい都市開発のかたちと
する。

・  財務や都市計画に関係する省庁や各国の開発銀行、市長は、

大量輸送と資源効率の良いサービスの提供を中心とするコ

ンパクトで調和の取れた都市開発モデルを重視する必要が

ある。

・  都市当局は国や地方自治体と協力し、よりスマートでコン

パクト、気候変動に強い都市開発を融資し、それが奨励さ

れることにつながる地域内での収益増加策を特定する必要

がある。例えば渋滞課金、駐車料金、土地開発税、土地開

発利益還元メカニズム等の一層の活用が挙げられる。

・  政府と多国間・各国の開発銀行は、主要都市や民間銀行と

協力し、都市の信用力を強化させる必要がある。また世界

都市信用ファシリティーを設けるために協力するべきであ

る。

・  C40 や ICLEI 等の都市ネットワークは、国際機関や民間部

門と協力し、世界の都市の経済および資源生産性の大幅な

向上を目的とした、都市の生産性グローバル・イニシアティ

ブ（Global Urban Productivity Initiative）を設立するべきだ。

このイニシアティブは、都市の生産性を高めるための最優

良事例を整理・定量化・普及することから始め、国が持続

可能な都市開発を経済開発戦略の中心に位置づける取り組

みを支援することができるだろう。

8. 2030 年までに天然林伐採を止める。

・  先進国は、森林減少・劣化による GHG 排出の削減 （REDD +）

への支払いを、認証済排出削減に焦点を当てながら、少な

くとも年間 50 億米ドルに増やす必要がある。

・  森林が豊富な国は、天然林資本を損なうガバナンスおよび

市場の失敗を是正するための措置を取る必要がある。それ

には、土地利用計画の改定、保有権の確保、森林法の施行

強化、森林の状態や管理に関する透明性の向上などがある。

・   林業や農産物分野（パーム油、大豆、牛肉、紙やパルプ

を含む）の企業や業界団体は、2020 年までに各自のサプ

ライチェーンにおける森林破壊をゼロにする取り組みを

約束するべきである。これは、例えば消費材フォーラム

（Consumer Goods Forum） や そ の 中 の 熱 帯 林 同 盟 2020

（Tropical Forest Alliance 2020）といった連携イニシアティ

ブを通じて、また環境基準を貿易金融に組み込む意思のあ

る銀行と協力しながら実施するべきである。 

9. 2030 年までに荒廃林と農地を最低 5 億 
ヘクタール再生させる。

・  各国政府は、農家、開発銀行、NGO、民間セクターと協力

し、少なくとも荒廃農地の 1.5 億ヘクタールを、例えばア

グロフォレストリーといった手法を用いて、完全に生産的

で利用可能な状態まで再生させることを約束し、その取り

組みを開始するべきである。目標は、経験から学ぶことで

高くしていくことができる。こうした活動は、2030 年ま

でに 360 億米ドルの追加農業所得を生み出し、新たに 2 億

人分の食料を供給し、年間約 10 億トン の CO2e を貯留で

きると推定される。 

・   各国政府は、国際社会の支援を受け、2030 年までに少な

くとも 3.5 億ヘクタールの劣化または失われた森林景観の

復元を自然再生や支援回復によって実施することを約束

し、取り組みを開始するべきである。これにより、生態系

サービスから推定 1,700 億米ドルの利益が生み出され、年

間 1 ～ 3 億トン CO2e の隔離が可能となる。

10. 石炭火力発電からの撤退を加速させる。

・  政府は、新たな石炭火力発電所の建設に関する「立証責任」

を逆転させ、石炭発電に関連する全ての金融・社会・環境

コストを念頭に置きつつ、代替策が経済的に実現可能でな

い場合にのみ建設を行うべきである。 

・  全ての国は、2050 年までに化石燃料による発電の世界的

な廃止を目指すべきである。高所得国は今すぐに新たな石

炭火力発電所の建設を停止することを約束し、また既存の

発電所の早期引退を加速させ、中所得国は現時点での新た

な建設を制限し、2025 年までに新設停止を目指すべきで

ある。

・  政府や多国間および各国の開発銀行は、エネルギー政策の

決定に関する統合的な枠組みをつくり、需要管理オプショ

ンを含むエネルギー源別の全てのコストや便益の公共性と

透明性を確保するべきである。ここでは供給コスト、エネ

ルギー安全保障への影響、大気汚染による健康コスト、そ

の他環境被害、気候変動と技術学習曲線に関するリスクが

考慮される必要がある。

・  世界の各国政府は、エネルギー部門への投資を再生可能エ

ネルギー源やエネルギー効率改善、また他の低炭素代替手

段に向けていくべきである。コスト削減やエネルギー安全

保障上の利益を考慮すると、エネルギー効率が優先される

必要がある。
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・  政府は、これらの政策によって大きな影響を受ける可能性

のある石炭依存地域や炭素集約型産業の労働者、低所得者、

コミュニティーを支援するべきである。その際、必要に応

じて炭素税や補助金改革からの利益を活用し、適切な社会

的保護措置で公正な移行を確実なものとする必要がある。
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